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内容梗概

本研究では，人の生活や心身の様々な面にコンピュータがより深く入り込む現実を

これから向かえるにあたって，そのシステム設計においては人の性質をより深く考慮

するべきという理念に基づき，複数の研究課題においてユーザ支援のための情報提示

システムの開発を行った．そして，本理念に基づいたコンピュータシステムが，人の

外的な作業支援を向上させ，さらには，人の内的なより深い面を個人特性に合わせて

支援する役割を担える可能性，すなわち，コンピュータのユーザ支援が人の心身のよ

り深く細かい面にまで至る可能性を示した．そして，ユーザ支援のための情報提示シ

ステムの観点から，コンピュータシステムおよび人の今後について論じた．

近年の工学的な技術発展に伴い，情報提示技術を利用したユーザ支援システムは社

会のあらゆる場面に浸透している．計算機の小型化や軽量化，ネットワークの高度化

は，コンピュータのウェアラブル化やユビキタス化に代表されるような，コンピュー

タをいつでもどこでも利用できる環境を実現した．従来では例えば卓上の事務作業の

ような特定の環境・目的・ユーザにだけ使用されてきたコンピュータは，このような

技術発展に伴って生活のほとんど全ての面においてユーザを支援する道具として普及

し，使用される環境，状況，文脈，対象者，時間，頻度，目的などのあらゆる条件が

これまでと比べ物にならないほど増加・多様化している．

ユーザとコンピュータの接触箇所である提示情報やインターフェースの設計におい

て，人の心身の性質の考慮性を向上させることは，ユーザ支援システムが支援目的を

理想通りに達成するために重要である．しかしながら，これまで行われてきた認知負

荷の観点のみの考慮性の向上は，卓上の事務作業支援といった限定的な利用条件への

対応を主に想定したものといえ，ユビキタスコンピュータやウェアラブルコンピュー

タにおいて実現されるであろう，これまでになかった多様な条件 (例: 環境，状況，文

脈，対象者，時間，頻度，目的)において支援目的を理想通りに達成するには不十分で

あった．

そこで，本研究では，この課題解決に資することを目指し，複数の場面におけるユー

ザの自己管理支援システムの設計を通して，対象場面ごとに考慮が必要な認知的傾向

に基づいた情報提示手法を確立する．具体的には，3つの研究課題において容姿，健

康，精神の自己管理支援システムの設計を行い，それぞれの対象場面において身体動
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作，意志，メンタル機能 (調子)に関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法を確立す

る．本研究でいうところの認知的傾向を考慮した設計とは，対象場面において支援目

的を理想通りに達成するために考慮が必要な認知的傾向に基づいた設計であり，対象

場面において認知的傾向が心身の各要素に起こす無意識的な変化の有無や傾向を意図

して制御できる設計を指す．

本論文は 5章から構成され，その内容は次の通りである．

第 1章では，本研究の背景と目的，及び本論文の構成を述べた．

第 2章では，容姿の自己管理であるセルフヘアカットという頭の散髪作業の支援シ

ステムの設計を通して，身だしなみ管理作業において要求される類の身体動作を満足

に行うための自己動作閲覧用システムを，身体動作に関わる認知的傾向を考慮して設

計する手法について述べた．本研究では，予備調査において自己動作閲覧用の 2つの

環境として複数枚の鏡を用いた環境とカメラ付き電子ディスプレイを用いた環境を使

用した模擬散髪実験を行い，セルフヘアカットの身体動作が行いやすい環境を調査し

た．そして，鏡の映像についての経験知 (暗黙知)による身体動作への弊害を特定条件

下で確認したことから，電子ディスプレイと自走型カメラ付きロボットを用いた自己

動作閲覧システムを設計し，加えてユーザが散髪したい部分の映像を自動提示すると

いったセルフヘアカット用の支援機能を実装することで，セルフヘアカットのために

満足な身体動作が行える情報提示システムを確立した．模擬セルフヘアカットの実験

で，提案システムの有効性を示した．

第 3章では，運動量の自己管理支援のための歩数ログ提示システムの設計を通して，

モチベーションに関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法について述べた．従来手

法が提示情報による心理的影響の考慮が不十分な故にモチベーションへの悪い効果を

起こしていたのに対して，提案手法は，提示情報において心理的影響を変化させる要

素を考慮して情報の見せ方を操作することで，モチベーションの低下を軽減して向上

を積極的に引き出すことを狙う．本研究課題ではデータ改変を用いた 2つの手法を提

案した．1つ目は，競争情報の改変フィードバック手法で，競争相手との差の程度や順

位変動などにデータ改変を交えて情報をフィードバックする．2つ目は，自己達成程度

ログの改変フィードバック手法で，自己の過去の達成程度にデータ改変を交えてフィー

ドバックする．提案手法を歩行モチベーション向上のための歩数ログ提示システムに

適用し，提示情報による歩数の変化からその有効性を示した．

第 4章では，スポーツ分野でメンタル機能と呼ばれる精神機能の自己管理支援シス
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テムの設計を通して，メンタル機能に関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法につ

いて述べた．本研究課題の対象とするメンタル機能 (調子)は緊張が伴う本番の場面で

の実力発揮程度に関わる人の重要な要素であるが，その自己管理を工学的に支援する

手法はこれまでになく，また，同様の支援を狙って提案されているスポーツ心理学にお

けるメンタル機能制御手法は一般人には習得及び利用の難度の高いものであった．こ

れに対して，提案手法は，無意識的な学習原理である古典的条件づけによる心身の変

容をウェアラブルシステムで自動的に起こすことで，ユーザがメンタル機能の変容及

び向上を簡易に行うための情報提示手法であり，具体的には，成功などの特定の良い

体験時の心身と刺激を条件づける学習を自動で行い，その学習された刺激の提示によっ

て心身を変容させ，条件づけが行われた際の良い体験を起こすこと狙ったものである．

ダーツ競技を対象にして聴覚刺激を自動提示するプロトタイプシステムを実装し，提

案手法によって競技パフォーマンスを向上させるメンタル機能の変容ができるかを検

証し，その有効性を示した．加えて，個人ごとに効果的な情報提示を行うための提示

情報効果の予測手法について述べた．提案手法は，提示情報による心理的影響が性格

に依存する性質を利用し，提示情報の個人ごとの効果を性格に基づいて予測するもの

である．メンタル機能を変容させる前者の手法を対象にしてその有効性を検証し，そ

の有効性を示した．

第 5章では，本論文を通して得られた結果をまとめ，本論文で提案した手法の応用

先や今後の展望について述べた．
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1 序章

1.1 研究の背景

近年の工学的な技術発展に伴い，情報提示技術を利用したユーザ支援システムは社

会のあらゆる場面に浸透している．計算機の小型化や軽量化，ネットワークの高度化

は，コンピュータのウェアラブル化やユビキタス化に代表されるような，コンピュー

タをいつでもどこでも利用できる環境を実現した．従来では例えば卓上の事務作業の

ような特定の環境・目的・ユーザにだけ使用されてきたコンピュータは，このような

技術発展に伴って生活のほとんど全ての面においてユーザを支援する道具として普及

し，使用される環境，状況，文脈，対象者，時間，頻度，目的などのあらゆる条件が

これまでと比べ物にならないほど増加・多様化している．

ユーザとコンピュータの接触箇所である提示情報やインターフェースの設計におい

て，人の心身の性質の考慮性の向上は重要であり，これまでこの考慮性の向上は主に

認知負荷の観点から行われてきた．認知負荷は脳が情報を処理する上でかかる負荷で

あり，情報の記憶や処理に関わる認知システムの特性を理解するための認知負荷理論

[52]などで追及されている．このような理論を基にして，ユーザの提示情報理解やイン

ターフェース操作における認知負荷を下げて利用性能を高めることが，これまでの支

援目的を効果的に達成することに直結した．このような認知負荷の観点での考慮性の

向上手法は，個々の事例の蓄積によって体系化されているものが多く，例えば視線移

動の傾向に基づいた設計手法や，形状や視覚効果の観点でのアフォーダンスの理解に

基づいた設計手法が挙げられる．

しかしながら，これまで行われてきた認知負荷の観点のみの考慮性の向上は，卓上

の事務作業支援といった限定的な利用条件への対応を主に想定したものといえ，ユビ

キタスコンピュータやウェアラブルコンピュータにおいて実現されるであろう，これ

までになかった多様な条件 (例: 環境，状況，文脈，対象者，時間，頻度，目的)のなか

で利用されるコンピュータおよびそのサービスの設計には不十分である．このような

指摘や実例は近年示され始めている．例えば，心身のセンシング技術を利用したサー

ビスが普及するにあたっては，人が感じる気持ちの定量評価値のログやそのフィード

バックのサービスによって，支援目的や人の幸せが本当に達成されるのかという指摘

がある [16]．また，多様な場面でコンピュータが利用されるに伴い，そこで生じる心身
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への想定外の影響の事例も報告されている．例えば，自身のログのフィードバックに

よって心身に想定外の歪ともいえる変化が生じた報告として，心拍値閲覧が有益と想

定されるスポーツなどの場面において心拍値フィードバックシステムを運用した際に，

フィードバックされた心拍値を見ることで実際の心拍値が無意識的に変化した現象が

報告されている [62]．その他にも，頭部装着型ディスプレイの実運用時に，閲覧情報内

の視覚的なアイコンの種類が実世界においてユーザの注視対象を無意識的に変化させ

る現象 [63]や，観光案内アプリ内の提示情報である地図の経路や店のランキングの見

せ方によってユーザの心理や思考が無意識的に変化することがルートや店の実際の選

択の変化によって示されている．これらを踏まえると，現状では，あらゆる場面でコ

ンピュータを利用するための性能向上やサービスコンテンツ開発は十分に行われてい

るが，様々な場面にコンピュータを持ちこんで支援目的を理想通りに達成するうえで

必要となる心身の性質の理解やその考慮性が不十分であるといえる．

この現状の課題解決のためには，支援目的を理想通りに達成するための考慮すべき

心身の性質を踏まえたシステム設計を行うことが必要であり，このような事例を多く

の場面で蓄積させることが，結果としてシステム設計における心身の性質の考慮性の

向上に資する，すなわち，支援目的を理想通りに達成できるユーザ支援システムの設

計手法確立に資すると考える．

この背景から，本研究では，複数の場面におけるユーザの自己管理支援システムの

設計を通して，対象場面ごとに考慮が必要な認知的傾向に基づいた情報提示手法を提

案する．ここでいう認知とは，目や耳などの感覚器官からの情報の知覚を受けて心身の

各要素に指令を出す存在を指し，認知的傾向とは，認知に後続する心身の各要素，例え

ば思考や心理や神経系や身体動作，に一定の変化を無意識的に起こす存在を指す．この

ような認知的傾向は心理効果や非合理的行動の要因として，心理学や行動経済学，認

知科学などで近年モデル化が進んでいる．自己管理を対象にしたユーザ支援システム

はユビキタスやウェアラブルのコンピュータを利用した主要サービスのひとつであり，

自力では達成困難な自身のマネジメントを効果的かつ効率的に達成させるための支援

システムがヘルスケア領域をはじめとして様々な場面において提案されている．

本研究でいうところの対象場面ごとの認知的傾向を考慮した設計とは，対象場面に

おいて支援目的を理想通りに達成するために考慮が必要な認知的傾向に基づいた設計

であり，対象場面において認知的傾向が心身の各要素に起こす無意識的な変化の有無

や傾向を意図して制御できる設計を指す．それは例えば，認知負荷の考慮を達成した
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設計によってユーザの情報理解速度を正方向にも負方向にも意図的に変化できるよう

に，特定の認知的傾向の考慮を達成した設計によってそれと関わる心身の各要素を一

切変化させないことを含めて正方向にも負方向にも意図的に変化できるといった具合

である．

1.2 研究目的

ユビキタスやウェアラブルのユーザ支援システムが多様な場面に普及して支援目的

を理想通りに達するために，人の心身の性質の考慮性の向上はシステム設計において

重要な課題である．本研究では，これに資する手法確立を目指し，複数の場面におけ

るユーザの自己管理支援システムの設計を通して，対象場面ごとに考慮が必要な認知

的傾向に基づいた情報提示手法の確立を目的とする．具体的には，3つの研究課題にお

いて容姿，健康，精神の自己管理支援システムの設計を行い，それぞれの対象場面に

おいて身体動作，意志，メンタル機能 (調子)に関わる認知的傾向を考慮した情報提示

手法を確立する．

本研究でいうところの認知的傾向を考慮した設計とは，対象場面において支援目的

を理想通りに達成するために考慮が必要な認知的傾向に基づいた設計であり，対象場

面において認知的傾向が心身の各要素に起こす無意識的な変化の有無や傾向を意図し

て制御できる設計を指す．本研究でいう認知的傾向とは，認知に後続する心身の各要

素，例えば思考や心理や神経系や身体動作，に一定の変化を無意識的に起こす存在を

指す．

本研究における個別の研究課題は以下である．

• 研究課題 1: 容姿の自己管理支援システム

本研究課題では，容姿の自己管理であるセルフヘアカットという頭の散髪作業の

支援システムの設計を通して，頭髪などの身だしなみ管理作業において要求され

る類の身体動作を満足に行うための自己動作閲覧用システムを，身体動作に関わ

る認知的傾向を考慮して確立する．セルフヘアカットのような身だしなみ管理作

業では，自身を多方面から見ながら所望の自由動作を行う必要があり，これは所

定の動作型の練習作業 (例: ダンスのフォーム練習)とは異なる．本研究課題で対

象とするこのような場面における支援システムとして，複数枚の鏡を用いた環境

が普及してきたが，鏡の反射を繰り返した映像を見ながら身体動作を行った際に
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は，鏡の映像への経験知 (暗黙知)が特定条件下で身体動作機能に弊害を起こす点

に課題があった．これに対して提案手法では，電子ディスプレイと自走型カメラ

付きロボットを用いた自己動作閲覧システムを設計し，加えてセルフヘアカット

用の支援機能を実装することで，セルフヘアカットのために満足な身体動作が行

える情報提示システムを確立する．

• 研究課題 2: 健康の自己管理支援システム

本研究課題では，運動量の自己管理支援のための歩数ログ提示システムの設計を

通して，モチベーションに関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法を確立する．

ここでいうモチベーションとは，意欲とも呼ばれるもので，標的行動達成のため

の意志機能である．モチベーション向上を支援目的とした情報提示手法は多くの

分野で提案されているが，それら既存手法は提示情報による心理的影響の考慮が

不十分な故に，モチベーションへの良い効果だけではなく悪い効果をも起こして

いる点に課題があった．この課題解決のために，本研究課題では，競争情報の改

変フィードバック手法と，自己達成程度ログの改変フィードバック手法のという，

データ改変を軸にした 2つの手法を提案する．提案手法は，提示情報において心

理的影響を変化させる要素を考慮して情報の見せ方を操作することで，モチベー

ションの低下を軽減して向上を積極的に引き出すことを狙う．

• 研究課題 3: 精神の自己管理支援システム

本研究課題では，スポーツ分野でメンタル機能と呼ばれる精神機能の自己管理支

援システムの設計を通して，メンタル機能に関わる認知的傾向を考慮した情報提

示手法を確立する．ここでいうメンタル機能とは，調子とも呼ばれるもので，緊

張が伴う本番の場面での実力発揮程度に関わるものである．本研究課題の対象と

するメンタル機能の自己管理を工学的に支援する手法はこれまでになく，また，

同様の支援を狙って提案されているスポーツ心理学におけるメンタル機能制御手

法は一般人には習得及び利用の難度の高いものであった．これに対して，提案手

法では，無意識的な学習原理である古典的条件づけによる心身の変容をウェアラ

ブルシステムで自動的に起こすことで，ユーザがメンタル機能の変容及び向上を

簡易に行うための情報提示手法を確立する．古典的条件づけとは無意識的な学習

原理が生む心理現象であり，イワンパブロフの犬の実験で知られる．また，本研

究課題では，個人ごとに効果的な情報提示を行うための提示情報効果の予測手法
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も確立する．情報提示サービスにおいて提示情報による効果の有無や傾向が個人

ごとに異なることは知られていたが，例えば医療分野における投薬効果予測手法

のような，提示情報効果の予測手法がこれまでなかった．これに対して，提案手

法では，提示情報による心理的影響が性格に依存する性質を利用し，性格に基づ

いた提示情報効果の予測手法を確立する．これによって，個人ごとに適した情報

提示を行う．

1.3 本論文の構成

本論文は全 5章から構成される．以下に各章の概要を述べる．第 1章では，本研究

の背景と目的，及び本論文の構成を述べた．

第 2章では，容姿の自己管理であるセルフヘアカットという頭の散髪作業の支援シ

ステムの設計を通して，身だしなみ管理作業において要求される類の身体動作を満足

に行うための自己動作閲覧用システムを，身体動作に関わる認知的傾向を考慮して設

計する手法について述べる．本研究では，予備調査において自己動作閲覧用の環境と

して複数枚の鏡を用いた環境とカメラ付き電子ディスプレイを用いた環境を使用した

模擬散髪実験を行い，身体動作が行いやすい環境を調査する．そして，鏡の映像につ

いての経験知 (暗黙知)による身体動作機能への弊害を特定条件下で確認したことから，

電子ディスプレイと自走型カメラ付きロボットを用いた自己動作閲覧システムを設計

し，加えてユーザが散髪したい部分の映像を自動提示するといったセルフヘアカット

用の支援機能を実装することで，セルフヘアカットのために満足な身体動作が行える

情報提示システムを確立する．模擬セルフヘアカットの実験から，提案システムの有

効性を評価する．

第 3章では，運動量の自己管理支援のための歩数ログ提示システムの設計を通して，

モチベーションに関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法について述べる．従来手

法が提示情報による心理的影響の考慮が不十分な故にモチベーションへの悪い効果を

起こしていたのに対して，提案手法は，提示情報において心理的影響を変化させる要

素を考慮して情報の見せ方を操作することで，モチベーションの低下を軽減して向上

を積極的に引き出すことを狙う．本研究課題ではデータ改変を軸とした 2つの手法を提

案する．1つ目は，競争情報の改変フィードバック手法で，競争相手との差の程度や順

位変動などにデータ改変を交えて情報をフィードバックする．2つ目は，自己達成程度

ログの改変フィードバック手法で，自己の過去の達成程度にデータ改変を交えてフィー
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ドバックする．提案手法を歩行モチベーション向上のための歩数ログ提示システムに

適用し，その有効性を評価する．

第 4章では，スポーツ分野でメンタル機能と呼ばれる精神機能の自己管理支援シス

テムの設計を通して，メンタル機能に関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法につ

いて述べる．本研究課題の対象とするメンタル機能 (調子)は緊張が伴う本番の場面で

の実力発揮程度に関わる人の重要な要素であるが，その自己管理を工学的に支援する

手法はこれまでになく，また，同様の支援を狙って提案されているスポーツ心理学にお

けるメンタル機能制御手法は一般人には習得及び利用の難度の高いものであった．こ

れに対して，提案手法は，無意識的な学習原理である古典的条件づけによる心身の変

容をウェアラブルシステムで自動的に起こすことで，ユーザがメンタル機能の変容及

び向上を簡易に行うための情報提示手法であり，具体的には，成功などの特定の良い

体験時の心身と刺激を条件づける学習を自動で行い，その学習された刺激の提示によっ

て心身を変容させ，条件づけが行われた際の良い体験を起こすこと狙ったものである．

ダーツ競技を対象にして聴覚刺激を自動提示するプロトタイプシステムを実装し，提

案手法によって競技パフォーマンスを向上させるメンタル機能の変容ができるかを検

証する．加えて，個人ごとに効果的な情報提示を行うための提示情報効果の予測手法

について述べる．提案手法は，提示情報による心理的影響が性格に依存する性質を利

用し，提示情報の個人ごとの効果を性格に基づいて予測するものである．メンタル機

能を変容させる前者の手法を対象にしてその有効性を検証する．

第 5章では，本論文の成果を要約したのち，今後の研究課題について述べ，本論文

のまとめとする．

なお，第 2章は，文献 [74, 75, 76, 77, 78, 79] で公表した結果に基づき論述する．第 3

章は，文献 [80, 81]で公表した結果に基づき論述する．第4章は，文献 [82, 83, 84, 85, 86]

で公表した結果に基づき論述する．
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2 容姿の自己管理支援システム
セルフヘアカット支援のための情報提示システ
ム

2.1 まえがき

明治 4年の散髪脱刀令によって髪型を自由に整える風潮が日本で公となった．以来，

髪型が現代人の関心事及びファッションの一部になっていることは，多様な整髪手段や

髪型の普及，そして，平成 24年に 13,543名を対象に行われたインターネット調査 [1]

で約 4割が髪型及び髪に関することに気をつかうと回答したことなどからもわかる．

整髪手段のひとつである散髪は，容姿を整えるため，健康や衛生を維持するために

重要なものとなった．この散髪を自分で行うことはセルフヘアカットと呼ばれ，個人

用の整髪手段である整髪剤，ヘアドライヤ，ヘアアイロンなどと同様に自己表現の幅

を拡げるものと期待されている．セルフヘアカットに至る動機のひとつである理想の

髪型の追及は，理美容室で髪型の理想や悩みが正確に伝わらずに望む髪型が得られな

い経験などから生まれる．その他にもお金の節約の動機があり，日本人の約 6割が散髪

を含む髪のケアへの出費を減らしたいことが 2013年のThe Boston Consulting Group

の調査 [2]で示されている．こういった動機によるセルフヘアカット者の増加から，セ

ルフヘアカットのメディア露出は近年増えており，個人のセルフヘアカット活動を特

集した記事やテレビ番組，自己流のセルフヘアカットの投稿動画などもある．このセ

ルフヘアカット者を対象にした支援道具も販売されており，例えば専用のハサミや鏡，

毛束の長さの測定道具に固定道具，ケープなどの掃除の負担軽減道具などがある．

セルフヘアカット時には，カットする部分などを見るために自身を多方面から見な

がら散髪をする必要がある．このような場面における支援システムとして，複数枚の鏡

を用いた環境が普及してきたが，散髪がしやすい映像が得られないという問題や，道

具の使用による負担が散髪を妨げるという問題が起こり，結果として満足な散髪がで

きず満足な髪型を得られない．

そこで，本研究では，視点移動が可能な移動型カメラを用いたセルフヘアカットの

ための情報提示システムを提案する．提案システムにおいてユーザは，移動型カメラ

で撮影した自身の映像をディスプレイ上で見ながらセルフヘアカットを行う．セルフ
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ヘアカット用の支援機能として，移動型カメラが自走することでユーザが散髪したい

部分の映像を自動提示する機能などを提案システムは有し，これによってセルフヘア

カットのための身体動作をユーザが満足に行えるように支援する．

2.2 関連研究

特定の場面でのユーザの姿を第三者視点で見るためのシステムは多くあり，場面や

作業ごとに様々なものが開発されている．美容作業のためのシステムとしては，岩淵

ら [3]のメイクアップ支援のための電脳化粧鏡がある．このシステムでは，カメラ・セ

ンサ付きディスプレイからメイク時の身体的負担軽減や仕上がり向上のための支援を

提供し，例えば，アイメイク時に目を鏡に近づける動作の負担軽減のために，マーカ

付き道具から認識したメイク箇所のズーム映像を提示する機能が実装されている．ま

た，長嶋ら [4]は，高さが固定されたカメラ付きロボットアームを用いて，ユーザが自

身を同一の高さで全方向から見られるシステム，Satellite Eyesを提案しており，その

使用場面としてはフィッティングルームや化粧室，また洗面所などの狭い空間における

容姿全般の身支度時が想定されている．富永ら [5]は自走型ロボットを用いてランニン

グ時のフォームをユーザにリアルタイムで提示するシステムを開発した．このシステ

ムの自走型ロボットは，ユーザの胴に装着されたマーカを画像認識することで，ユー

ザ前方を一定距離を空けて自走し，ユーザのランニングフォームをロボットのディス

プレイから提示する．樋口らのFlying Eyes[6]は，自律飛行ヘリコプタによる空中自由

視点からユーザを自動で追跡撮影するシステムを開発しており，スポーツなどの様々

な場面での自己動作閲覧への応用が想定されている．また，山本ら [7]は旅を使用場面

として，カメラ付の風船を用いて自身を三人称視点から写真撮影するためのシステム，

プカプカメラを開発している．こういった様々な三人称視点映像フィードバックシス

テムがある中で，提案システムの特徴はセルフヘアカットを対象にしている点にある．

2.3 提案手法

本研究では，容姿の自己管理であるセルフヘアカットの支援システムを設計する．セ

ルフヘアカットのような身だしなみ管理作業では，自身を多方面から見ながら所望の

自由動作を行う必要があり，これは所定の動作型の練習作業 (例: ダンスのフォーム練

習)とは異なる．このようなセルフヘアカットのための身体動作を満足に行える環境の

構築を目指す．
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表 1: 被験者の情報
被験者 A B C D E F

性別 男 男 男 男 女 男
セルフヘアカット経験内容 2 1 2 2 2 3

セルフヘアカット経験年数 5 0 6 2 8 10

図 1: キャップ装着例 背面 図 2: キャップ装着例 側面

2.3.1 予備実験

一般的な道具を用いたセルフヘアカットで生じる問題を調査した．被験者の情報を

表 1に示す．表の意味について，セルフヘアカットの経験内容は 3段階で，1は未経験

者，2は 1枚の鏡で見える範囲のみ散髪経験がある者，3は 1枚の鏡では見えない範囲

の散髪や全体の散髪の経験がある者を示す．

実験では全被験者がカツラを被って模擬セルフヘアカットを行い，さらにその内 1

名は実際のセルフヘアカットも行い，不自由に感じた点を自由記述のアンケートで回

答した．また，日頃のセルフヘアカットの経験も踏まえて回答させた．模擬セルフヘ

アカットでは，髪の毛を模した約 15cmの麻素材の紐付きキャップを図 1と図 2のよう

に被らせ，根元から伸ばした紐の長さを全て 3cm程カットさせた．事前に 3cmの紐を

定規に添えて見せている．実際のセルフヘアカットでは自由に散髪させた．紐の直径

は約 3mmである．使用道具はハサミ，クシ，鏡を用意し，鏡は壁張り鏡，鏡の角度を

調整できる手持ち鏡と置き鏡を用意した．
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予備実験の結果

被験者は自身の頭部を見るために次のようにした．顔の正面を見るためには鏡を自

身の正面に置いた．側面や背面などの「鏡 1枚では見えない範囲」を見るためには鏡を

2枚以上使用し，例えば，2枚の鏡で背面を見る場合，右手に持った「見る用の鏡」の

位置と角度を調整して，背面にある「反射用の鏡」に映した背面を見た．このとき，「見

る用の鏡」を手に持つ場合と，机に置くことで両手を自由に使おうとする場合があっ

た．なお，ヒアリングからは紐と髪の違いによる違和感などは報告されなかったため，

紐を髪として扱うことに問題はないと考えられる．

アンケートと観察の結果から，セルフヘアカットを妨げる問題として，以下の 3種

類を確認した．

• 取得映像の問題

散髪のしづらい映像しか得られないという意見があり，具体的には，カットした

い部分を正面近くの方向や近い距離で見られない，一切見ることのできない部分

がある，鏡及びその鏡を扱う体の影が見たい部分を見えにくくしたといという意

見があった．これらの主な原因は 2つ考えられる．1つ目は鏡の利用にあり，鏡

や全身をいくら動かしても任意の部分を散髪のしやすい正面近くの方向から見る

ことは無理な場合が多く，また，反射の距離だけ対象は遠く投影されるため対象

を近くで見ることもできなかったと考えられる．2つ目は映像が提示される位置

と方向にあり，「見る用の鏡」が自分の前の位置で正面を向いていないため，映像

はより見づらかったと考えられる．

• 身体的な負担の問題

身体的な負担のせいで散髪がしづらいという意見があった．観察結果と意見をま

とめると，鏡の反射を利用して任意の部分を映し出す作業 (以降，映し出し作業

と呼ぶ)と，見えにくい位置にある「見る用の鏡」を見ようとする作業の 2つを

原因として，鏡と全身の位置・方向の調整，鏡と散髪道具の頻繁な持ち替え，全

身の不自然な状態での維持という 3つの身体的な制限・負担が生じた．そして，

これらのせいで，散髪が中断される，散髪だけのために全身を自由に使えない，

映像を見ることと散髪が同時にできない，散髪に集中できない，という問題が生

じた．なお，ここでの全身とは手や腕，顔，足などの他に目線や姿勢も指し，散

髪とは，髪を見てカット部分を決定して毛の束をといで長さを決定してカットす
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図 3: システム構成

るという一連の作業を指す．この問題の原因は，映し出し作業と，取得映像の問

題で前述した「見る用の鏡」の位置・方向の 2つと考えられる．

• 認知的な負担の問題

認知的な負担が散髪を妨げたことに繋がる 2種類の意見が挙げられた．1つ目は

映し出し作業の難しさで，鏡と全身をどう動かせば任意の部分が見れるのかが不

明という意見があった．2つ目は合わせ鏡の映像を見ながらの作業の難しさで，合

わせ鏡の反射を繰り返した映像を見ながらの作業では映像中と実際の腕の動きの

対応がわからない時があって腕を逆方向に動かしてしまうという意見があった．

具体的には，正面鏡に背面鏡の反射で映る後頭部の毛束にハサミを近づける際に

前後左右に関して逆方向にハサミを移動させる混乱が起こり，その際の手の移動

時には映像を見ずに目を閉じた方が容易という意見があった．これらの原因とし

ては，映し出し作業が直観的にできないことと，鏡の映像への経験知 (暗黙知)の

2つが考えられる．後者の仮説としては，鏡の映像自体に「映像が左右反転する」

という無意識的な認識があるせいで，2枚の鏡の反射で 2回左右反転した映像 (反

転していない映像)を見ているにも関わらず，1回左右反転した映像に対する反

応を被験者がしてしまったことが混乱時の逆方向の動作と考えられる．

2.3.2 システム設計

予備実験で確認した問題を解決するために，視点移動が可能なカメラで撮影した頭

部の映像を，ディスプレイ上で見ながらセルフヘアカットをするシステムを構築する．
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システム構成を図 3に示す．システムはフロントカメラ，情報提示用のディスプレイと

なるPC，移動型カメラで構成される．PC 上部に取り付けたフロントカメラでユーザ

の正面を撮影し，移動型カメラでユーザの正面以外を撮影する．撮影映像やその他必

要情報はユーザ正面のディスプレイから提示する．ユーザはディスプレイ上の映像を

見ながらセルフヘアカットをする．移動型カメラは，撮影映像からユーザの散髪動作

を認識してユーザの見たい部分を自動追跡するが，フットスイッチによる手動操作に

も対応する．このようにして，散髪したい部分の正面方向かつ近い距離からの映像を，

ユーザの正面から提示することで，ユーザに散髪を妨げる負担無しで，散髪のしやす

い映像を見ながらの散髪をさせる．また，電子ディスプレイからカメラ映像を提示す

ることで，鏡の反射を利用した際の混乱の改善を狙う．

2.3.3 移動型カメラのハードウェア

図 3の左に示すように，移動型カメラにはその全体の土台に掃除ロボットを使用し，

胴体の上にロボットアームを固定し，アーム先端にカメラを付ける．これとは別に，定

点設置型カメラをユーザの前後左右に多数設置するタイプも検討したが，移動型カメラ

の採用理由は次の 4つである．1つ目は，定点設置カメラの方は視点の切り替えによっ

て提示映像の内容把握ができない混乱が起こり得る報告 [12]があったからである．2つ

目は，移動型カメラの方が任意の視点が実現しやすく，視点移動が目で見る感覚に近

いと考えられたからである．視点移動可能なカメラが目で見る感覚の再現や対象把握

に有効な可能性は例えば遠隔教育システムなどでも示唆されている [8]．3つ目は，本

研究における簡易な映像比較実験から移動型カメラの映像の方が有意に髪型を把握し

やすいと確認したからである．4つ目は，カメラ付きロボットが自走して雑用 (例: 掃

除)をする可能性を考慮したからである．

2.3.4 移動型カメラの動作制御機能

移動型カメラを自動制御するために，セルフヘアカットならではの動作特徴から散

髪動作を認識して，ユーザのカットしたい部分が映像の中心に映るように移動型カメ

ラを制御する機能を実装する．以降，この機能をカット部分追跡機能と呼ぶ．本機能

のように，特定の作業時の動作状態を画像認識する例としては，関連研究で述べた例

のほかに，「食材が変化する際は調理者の手が食材に接触する」という調理時の特徴を

調理台真上の固定カメラ映像で撮影して調理工程を認識する技術 [9]がある．
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図 4: マーカ認識の様子

ユーザのカットしたい部分の認識方法について述べる．セルフヘアカット動作の一

連の流れは次のようになる．

1. カット位置の選択と決定

2. カット長さの選択と決定

3. カットして (1)か (2)に戻る

この流れのうち，ハサミ等の道具を使用しない非利き手は (1)の「カット位置の選択

と決定」において，カット位置の選択中に動き，決定時に毛束を指で固定して停止す

る．つまり，非利き手の停止位置がカットしたい部分となる．この動きの認識のため

に，ユーザの非利き手の指にカラーマーカを装着させ，カメラ映像からその色を認識

し，認識部分が映像中心に映るように移動型カメラを制御した．

非利き手の動きと，カラーマーカの採用理由は次の通りである．認識対象には毛束

を指で固定する手の「形」も考えられ，Convex Hull[10]による形状認識を試したが，

手や指の扱い方がユーザによって異なり上手くいかなかったため採用しなかった．対

象の認識には，例えば人を外見の色から追跡するロボット [11]のように対象の色も利

用できたが，非利き手は同色の利き手や顔，首などとの区別が難しかったのでマーカ

を採用した．また，動きの情報は加速度センサから得てもよかったが，本研究では後

にカットの動作状態をハサミから認識するといった画像からの状態認識が有効な場面

を想定したので画像認識を採用した．

移動型カメラの映像からマーカ部分を色認識した 2値化画像を図 4に示す．このと

き，色認識のためにHSV色空間を利用し，色の誤認識で発生したノイズ除去のために，

収縮・膨張処理をした．マーカの速度値は現在の画像フレームとその前の画像フレー



15

カット部分認識

カット部分

カット部分変更

STEP3

STEP4

STEP5STEP2-2

STEP2-1

STEP1
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ムのマーカ重心位置の差とし，その速度値の差を加速度値とした．速度と加速度の値

は画像の縦軸 (Y軸)と横軸 (X軸) の 2次元の情報である．

この機能使用時にはマーカの認識状況と非認識状況が存在する．以下にそれぞれの

対象追跡の流れを示す．

マーカ認識状況での対象追跡の流れ

カット部分の認識は図 5に示す 5ステップから成る．

STEP1: マーカの重心位置が一定範囲内に一定時間とどまれば，その位置をカット部

分候補と認識する．この際，重心位置を中心とした緑四角形を表示して認識位置をユー

ザに知らせる．

STEP2-1: マーカの重心位置が緑四角形内でさらに一定時間とどまれば，その位置を

カット部分と認識する．

STEP2-2: マーカの重心位置が緑四角形内から一定時間経過する前に出たら，カット

部分変更として STEP1に戻る．緑四角形も同時に消す．

STEP3: マーカの重心位置が画面中心に表示された赤四角形に入るように移動型カメ

ラが動く．赤四角形によって移動型カメラが移動中であることと，カット部分の画面

内での移動先をユーザに知らせる．

STEP4: 赤四角形内にマーカの重心位置が入れば移動型カメラが止まる．この際，重

心位置を中心とした青四角形を表示し，移動完了およびカット部分の認識位置をユー
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ザに知らせる．

STEP5: マーカの重心位置が青四角形から出たら，カット部分変更として STEP1に

戻る．

なお，機能理解のための表示図形は非表示にもできる．

マーカ非認識状況での対象追跡の流れ

マーカの非認識状況には，散髪自体をやめている状況と，散髪動作をしているがカ

メラ映像にマーカが映っていない状況の 2つがある．今回は前者の動作を認識するこ

とで後者の状況にも対処した．前者で散髪をやめる際は手を肩よりも低い位置に下ろ

すが，後者では同じ頭部上の次のカット位置へ思考しながら慎重に手を運ぶ．これら

から，非利き手は，前者の方が遠くて低い位置に脱力的に向かうため，画像からマー

カが見切れるまでの速度値，加速度値，それらの下方向成分が大きいと考えられ，個

人ごとに閾値を設定することで前者の状況が認識できると考えられる．よって，以下

の条件を満たせば前者の状況とした．

• マーカ消失直前の速度値が閾値より大きい．

• マーカ消失直前までの加速度値が連続で増加している．

• マーカが画面下方向に見切れる．

これらを満たせばその時の対象追跡の流れをリセットして移動型カメラは停止する．そ

して，次に散髪動作が開始されてマーカが映像内に映ったときに対象追跡が再び開始

される．これらの条件を満たさずにマーカが認識できない場合は，後者の状況と判断

し，この際，マーカが認識できていないことをユーザに提示し，ユーザはマーカが映

像に映るように手を動かすか移動型カメラを手動操作するか，移動型カメラに自動で

マーカを探索させるための 4.2節で後述する機能の使用で対処する．

2.4 システムの実装

以降ではカメラ付きロボットである移動型カメラと，システムアプリケーションの

実装について述べる．
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図 6: 移動型カメラの外観

図 7: 上図: 移動型カメラの制御基盤，下
図: フットスイッチ

2.4.1 移動型カメラの実装

移動型カメラを 2台実装した．その外観と制御基盤，フットスイッチを図 6，7に示

す．移動型カメラは掃除ロボットである iRobot社製ルンバ 780，ELEKIT製ロボット

アームMR-999，無線カメラ (USWIRWRD，サンコー)，その他の固定用材料で構成し

た．解像度は 320× 240ピクセルである．掃除ロボットを土台にし，その上にアルミ製

の筒状の胴体を積み，胴体の上にロボットアームを乗せ，その先端にカメラを取り付

けた．そして，移動時の揺れの軽減のために補助輪を側面に，重しを土台位置に付け

た．制御基板とフットスイッチはマイクロプロセッサーであるArduino nano，無線通

信モジュールであるXBee，その他の材料で構成した．

掃除ロボットはユーザの位置を中心として半径 60cm程度の円運動を行なう．速度は

200mm/sを基準とし，半径 60cm時には 180度を約 10秒で動く．ロボットアームは肘

の関節 1つを地面と垂直な方向に動かす．図 8は撮影映像例を示し，左図と右図は視点

の横移動時と縦移動時をそれぞれ示す．マーカは赤色とした．対象追跡時にカット部

分の一定範囲とする正四角形の一辺の長さは画面縦幅の 15～20%の間とし，カット部

分決定までの時間を 3秒とした．掃除ロボットとロボットアームは対象追跡時には同時

に動く．マーカ消失直前の速度の大体の閾値は顔の縦幅である約 24cmを 0.3秒以内に

通る速度とした．これは，撮影距離が 60cm時には円軌道の中心位置から垂直な直線が

約 30cm映ることから，画面縦幅のピクセル数を 0.38s以内で通る速度程度である．映
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高位置

低位置

図 8: 左右方向と上下方向の視点移動時の映像例

像の縦と横の比は 3:4で，撮影距離が 60cm時には頭部はカメラ映像の約 4割を占める．

提案システムの使用に必要な平面スペースは半径 90cm程度の円の平面を想定して

おり，この円の半径は，移動型カメラの移動半径約 60cmと本体半径約 15cmと適当な

予備の幅 15cmの合計である．また，使用場所としては自宅などの個人のみで使用する

場所や，セルフヘアカット室といった美容室のように共有で使用する場所を想定する．

2.4.2 アプリケーションの実装

アプリケーションの実装にはMicrosoft Visual C++と，画像処理用ライブラリの

OpenCVを用いた．

システムの操作状態は 3つある．1つ目の自動状態は，カット部分追跡機能によって

移動型カメラが自動操作されている状態で，マーカの認識状況と非認識状況の両方が

この状態である．2つ目の手動状態は，フットスイッチで移動型カメラの手動操作をし

ている状態である．3つ目の休止状態は，どの動作もしていない状態で初期設定であ

る．休止状態への手動状態からの移行は手動操作が終わり次第行われ，自動状態から

の移行は休止スイッチで行われる．

実装した機能と説明を表 2に示す．一時停止 (ホールド)機能では，スイッチを押し

ている間移動型カメラの動作を停止させ，離すと元の状態に戻す．用途としてはカット

部分追跡機能使用時に一時的に移動型カメラを停止させたい場合に使用する．撮影距
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表 2: 機能説明
機能名称 説明

カット部分追跡 移動型カメラにカット部分を追跡させる
休止 休止状態にする

一時停止 (ホールド) 一時的に休止状態にする
視点右移動 移動型カメラを右に進める
視点左移動 移動型カメラを左に進める
視点上移動 ロボットアームの肘を上げる
視点下移動 ロボットアームの肘を下げる
撮影距離変更 移動型カメラの移動半径を変更する
映像フリップ フロントカメラの映像を左右反転させる
写真撮影 カメラ映像をキャプチャする

移動型カメラマップ表示 移動型カメラの現在位置を表示する
掃除 移動型カメラに掃除をさせる

カット部分探索 移動型カメラにカラーマーカを探させる

離変更機能は，撮影距離を変えたい場合に移動型カメラの円軌道半径を 50cm～80cm

までで 10cm間隔で変更する機能である．フリップ機能は正面カメラ映像を左右反転さ

せ，他人が見ている自分を確認するために使う．写真撮影機能では，フロントカメラ

や移動型カメラの映像をキャプチャしてフォルダに保存する．また，キャプチャ画像

は画面に表示でき，表示枚数は 1，2，3からテンキー入力で選べる．表示画像は撮影

毎に更新される．これらを利用することで，キャプチャ画像を表示させながら移動型

カメラを動かして髪型を複数角度から見たり，髪型の画像保存ができる．移動型カメ

ラマップ表示機能では，移動型カメラの移動距離をもとに，その現在位置を表示する．

用途としては，撮影対象とカメラの位置を画面で確認することで，撮影映像がどの視

点から自分を見たものかわからない混乱を防ぐ．掃除機能では移動型カメラは掃除し

ながら円運動を行ない，元いた位置に戻る．これは掃除の負担を減らすために使う．

カメラ映像や実装機能の情報はそれぞれがウィンドウとして画面表示され，ユーザ

はそれらの位置を自由に変更する．図 9に 4つのウィンドウを含んだ使用例を示す．左

上と右上のウィンドウはそれぞれ移動型カメラの映像と移動型カメラマップ表示機能

のウィンドウで，左下と右下のウィンドウは写真撮影機能でキャプチャした画像であ

る．移動型カメラマップ表示機能のウィンドウは，ユーザの真上から見下ろした視点

の画で，画の真上方向をユーザの正面としている．そして，画内では小さい円で表さ

れる移動型カメラが，ユーザを中心かつ撮影距離を半径とした大きな円の線上を動く．

なお，図 10に示すように 2台の移動型カメラを同時に利用できるが，自動状態になる

のは 1台で，すれ違う機能は未実装である．
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移動型カメラ映像 移動型カメラマップ

キャプチャ画像1 キャプチャ画像2

図 9: 画面例

移動型カメラ1の映像 移動型カメラ2の映像

移動型カメラ2

移動型カメラ1
全体の様子

図 10: 2台のロボットを同時に使用している様子

2.5 評価実験

実装した提案システムの有効性を評価するための複数の実験を行った．
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図 11: 移動距離による移動型カメラの撮影距離の推移

2.5.1 実験 1: 撮影距離の維持性能の評価

本節では，移動型カメラがユーザと一定距離を保つ性能が十分かを 2つの実験で評

価した．まず，移動型カメラにユーザの真右から真左の 180度間を旋回半径 60cmで 10

往復させ，真右側面，真背面，真左側面の 3点においてユーザとロボット間の距離を

測定した．片道約 188cmで総距離は約 3768cmとなる．この往復数は，髪型完成に必

要なものとして散髪専門雑誌 [13]を基に決定した．

図 11に移動型カメラの撮影距離の推移を示す．縦軸は移動型カメラとユーザの間の

直線距離を表し，横軸は移動型カメラの移動距離を表す．結果から，撮影距離の初期

状態からの変化は，左右共に 6往復までは約 1cm，それ以降は約 2cmとわかる．

次に，この撮影距離のズレが散髪結果に与える影響を評価した．具体的に，被験者

は左右一方の側面に約 15cmの紐 8本付きかつらを被って紐を 1cmカットする作業を，

撮影距離の異なる環境で行う．撮影距離は 3つで，基準距離となる直線 60cm，65cm，

70cmである．実験実施時には，これら 3つの撮影距離の順はランダム，1cmの紐を定

規に添えて事前に見せ，時間無制限とした．

図 12はカットした紐の結果を示す．分散値は一定の長さのカットを維持できたかを

表し，この値が小さいほど良い結果となる．平均値は目標値に近い長さのカットを維

持できたかを表し，今回だと目標値である 1cmに近いほど良い結果となる．なお，分

散値は個人ごとに計算されているので，分散値における平均値は個人ごとに定義され

ており，分散値の意味は個人のデータ内における個人の平均値からのばらつきである．

検定には，Bonferroni補正とウィルコクソンンの符号付順位検定による多重比較検定
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図 12: 撮影距離の違いによる散髪への影響の結果

と，ANOVA(Analysis of Variance)による分散分析と Bonferroni補正を用いた多重比

較検定を，等分散性と正規性を基に選択した．項目 1には Bonferroni補正とウィルコ

クソンンの符号付順位検定による多重比較検定を用いて，項目 2にはANOVAによる

分散分析とBonferroni補正を用いた多重比較検定を用いて，その結果，撮影距離の違

いで散髪結果に有意な差は表れなかった．よって，提案システムの撮影距離のズレは

散髪結果に悪影響を及ぼさない程度と考えられる．

以上から，移動型カメラがユーザと一定距離を保つ性能は十分と確認した．ただし，

カットのばらつきと撮影距離のズレは比例して増加するようにみてとれるため，撮影

距離の大きなズレは散髪精度を低下させると考えられる．よって今後は，随時自動で

撮影距離を補正する機能の実装を検討する．なお，ここでの散髪精度とは，例えば一

定の長さのカットを維持できたかや目標値に近い長さのカットを維持できたかといっ

た，カットした紐の分散値や平均値からわかる散髪作業の精密さの度合いを意味する．

2.5.2 実験 2: 自動操作の評価

提案システムが予備実験で確認した問題解決に有効かを評価した．予備実験と同じ

被験者 6名が予備実験と同じ内容で模擬セルフヘアカットを行なった．実験ではカット

部分追跡機能を事前に理解させて使わせ，実験後に以下の質問をした．図 13に実験風

景を示す．なお，予備実験の環境も随時確認できるように，同時に提供した．

質問 1 取得映像の評価: 散髪のしやすい映像が得られたかの 5段階評価．取得映像が

予備実験環境と比べて，とても散髪がしづらければ 1，変わらなければ 3，とても散髪

がしやすければ 5である．

質問 2 システム利用の負担の評価: 身体的や認知的な負担を予備実験環境と比べて自
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図 13: 評価実験の様子

表 3: 質問 1の結果
被験者 A B C D E F 平均
回答 5 4 4 4 4 5 4.3

由にコメントする．

質問 3 その他: その他，自由にコメントをする．

結果と考察

表 3の質問 1の結果から，予備実験時よりも散髪のしやすい映像を得られたとわか

る．カット部分を散髪のしやすい正面近くの方向から，近い距離で，影などの障害無

しで見られたこと，そして映像が前方から正面を向いて提示されたことが，予備実験

時の取得映像の問題改善に繋がったと考えられる．

質問 2では身体的な負担に関して，散髪を妨げる身体的な負担や制限無しで散髪し

たい部分を見られたので散髪に集中できた，全身を楽な状態で散髪だけに使えた，映

像を見ることと散髪が同時にできたという意見を得た．散髪部分を見るために，手を

含めて全身を使う必要や不自然な状態にする必要が無かったことが，予備実験時の身

体的な負担を改善させたと考えられる．また，認知的な負担に関しては，散髪したい

部分を映すための思考が必要なくて楽で集中できた，鏡の反射を繰り返した映像を見

ている際の混乱が起きなかったという意見を得た．映像による混乱は混乱動作が観察

可能な者だけにはその場で予備実験環境も再度体験させ，鏡の映像で確認された混乱

動作が提案システムでは起こらないことを観察した．この混乱の原因は「鏡の映像は
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左右反転する」という経験的に身についた認識にあると考えられ，この特殊な認識の

せいで，2回の反射によって実際は左右反転していない映像に対しても，1回左右反転

した映像に対する反応を無意識にしてしまったようにみてとれた．一方，カメラで撮

影したディスプレイからの映像にはそういった特殊な認識が無かったので，混乱が起

こらなかったと考えられる．これらから予備実験時の混乱を含め認知的な負担の改善

を確認したが，今後は定量的な評価のために，それらによる影響が散髪時間や散髪精

度に表れるとして間接的に評価する．この間接的な定量評価の理由は，混乱や認知的

負担の観察・自己報告が直接的にはできない場合があるから，例えば一瞬混乱して自

己解決して混乱動作が表れないなどがあるからである．

質問 3では，移動型カメラがカット部分に至るまでを遅く感じる場面があるという

意見があった．実験時には，カット部分認識までに時間がかかった場面があり，カット

部分を誤認識しないようにプログラムをしたことが原因だと考えられる．また，若干

左右に視点をずらしてカット部分を確認するといったように，左右方向の視点移動を

自分の判断で適宜したい場面があるという意見があった．これらに対して手動と自動

の併用操作を考えており，システムのカット部分認識から決定までの時間短縮のため

に，カット部分をユーザのスイッチングで決定することや，左右方向移動はフットス

イッチ操作にすることも考えられる．

実験中に散髪動作を止めた際に移動型カメラが移動し続けることは無く，マーカ非

認識状況でのプログラムがうまく動作したと考えられる．また，その他の機能の要望

として，カットする瞬間はカットする部分のズーム映像が見たいという意見が挙げら

れ，今後はこの機能実装のためにハサミなどの道具からカット動作を認識することを

検討する．

2.5.3 実験 3: 実践的な課題でのシステムの評価

本節では実シナリオに沿った実践的な課題で提案システムを評価した．実験参加者

は 12名で，男性 10名と女性 2名，年齢は 21～26才，セルフヘアカット経験は 0～8年

である．実験では指定された模擬セルフヘアカットのシナリオを 3つの環境で行う．シ

ナリオは 1つのヘアスタイルを完成させる工程の一部を専門雑誌 [13]から抜粋したも

ので，具体的には，ミディアムヘアの一種の散髪工程のうち，頭部下側領域の左側面か

ら右側面までの髪を真下に伸ばして切り口を直線的にカットする工程と，頭部中段領

域の左側面から右側面までの髪を床に平行に伸ばして切り口を直線的にカットする工
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タスク1

タスク2 タスク3

タスク10
タスク9

タスク8

タスク2 タスク3

タスク8タスク10

図 14: 実験シナリオのタスクの位置と手本画像の一部．図中にないタスク 4～7は後頭
部右半面に同様に位置する．

程である．このシナリオは 10のタスクから構成され，タスク 1つにつき視点移動，毛

束の把持と特定方向への引っ張り，長さの測定とカットがある．図 14はシナリオの一

部で，実施環境は次の 3つである．

提案環境: 提案システムを用いて自身をセルフヘアカット．

従来環境: 予備実験と同様に鏡を用いて自身をセルフヘアカット．

他者散髪環境: 美容師のように他者を散髪．セルフヘアカットではない．この環境が最

も散髪がしやすいと想定でき，予備的な比較対象とする．

実験では，被験者は紐束付きかつらを被り，タスクの手順画像どおりに散髪する．紐

束は 10箇所，紐は丁度 10cmで 1箇所 8本で，カットする長さは 1cmである．事前に

1cmの紐を定規に添えて見せ，シナリオの練習を全環境で 1回ずつさせた．紐の太さは

直径約 1mmのものである．各環境の実施順番は，他者散髪環境を始めにし，残り 2つ

はランダムとする．実験時間は約 30分である．提案システムは前節を踏まえて自動と

手動を組み合わせた併用操作を使い，左右方向は両足前の 2つのフットスイッチでの手

動操作，上下方向を自動操作に割り当てた．この理由は，左右方向の視点移動は操作す

る動作方向と対応しているため，例えば右方向への視点移動は右足でスイッチを押す

といった直観的で容易な操作ができるからである．この実験の使用カメラはMicrosoft

社の LifeCam Cinemaで，その解像度は 1280 × 720ピクセルである．

評価項目は以下で，これ以外に自由コメントも求めた．

項目 1: NEMの結果: NEM(Novice Expert ratio Method)はシステムのユーザビリ

ティ評価方法 [14]で，複数タスクを含むシナリオのシステム操作時間を被験者と熟練
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表 4: 実験 3の結果
シナリオ所要時間 [分] 80本の紐の分散値 80本の紐の平均値 [cm] 取得映像について 負担について

被験者 他者 提案 従来 他者 提案 従来 他者 提案 従来 他者 提案 従来 他者 提案 従来
H 3:13 6:30 8:40 0.39 0.25 1.69 1.20 0.97 1.32 5 3 2 0 1 3

I 1:07 2:01 3:41 0.33 0.34 1.42 1.02 0.98 1.28 5 4 1 0 1 5

J 0:56 2:07 1:56 0.78 0.57 0.90 1.54 1.18 1.41 5 4 3 0 2 3

K 1:08 2:23 2:49 0.17 0.59 1.22 0.86 0.72 0.92 5 3 1 0 0 3

L 1:30 2:11 3:21 0.43 1.31 0.71 1.60 1.65 1.68 5 4 2 0 1 2

M 1:27 2:40 3:23 0.36 0.48 0.49 0.74 0.69 0.36 5 5 2 2 1 4

N 1:11 2:38 3:28 0.16 0.09 0.16 1.14 1.13 1.36 5 4 2 0 0 4

O 0:52 1:52 2:06 0.16 0.20 0.14 1.25 1.42 1.29 5 4 1 0 2 4

P 1:10 1:57 2:39 0.07 0.07 0.09 0.98 0.94 1.00 5 5 3 3 2 4

Q 1:11 2:38 3:28 0.23 0.33 0.23 1.01 1.17 1.16 5 3 2 0 0 2

R 0:59 2:08 2:11 0.07 0.18 0.55 1.45 1.33 1.32 5 4 2 1 0 5

S 1:00 2:06 2:10 0.33 0.23 0.32 0.92 1.21 1.09 5 4 1 0 0 5

者となるシステム開発者の両者が測定し，両者の時間比 (NE比)で評価する．

項目 2: シナリオの所要時間: 作業所要時間の評価．

項目 3: 紐の分散値: 一定の長さのカットを維持できたかの評価．5.1節と同じである．

項目 4: 紐の平均値: 目標値に近い長さのカットを維持できたかの評価．5.1節と同じ

である．

項目 5: 取得映像の評価: 散髪のしやすい映像が得られたかの 5段階評価．とても散髪

のしづらい映像であれば 1，とても散髪のしやすい映像であれば 5とする．

項目 6: 負担の評価: 実験時に感じた負担の 5段階評価．全く負担が無ければ 1，大き

く負担があれば 5とする．

結果と考察

評価項目の元データを表 4に示し，各項目ごとに結果と考察を述べる．まず，項目

1の NEMの結果を図 15に示す．左軸と棒グラフは NE比とよばれる被験者と開発者

の所要時間の比を表し，右軸と折れ線グラフはタスクごとの所要時間 [秒] を表す．設

計者の値は 3回分の平均値で，棒グラフが小さくて 2本の折れ線グラフの差が小さい

ほど良い結果となる．結果から，NE比は最大で約 2，全体の平均は約 1.53とわかり，

NE 比は 4.5以上で操作性に問題があるとされていることから [15]，提案システムの操

作性に問題はないと考えられる．

残りの結果を図 16に示す．検定には，Bonferroni補正とウィルコクソンンの符号付順

位検定による多重比較検定と，ANOVAによる分散分析とBonferroni補正を用いた多重

比較検定を，等分散性と正規性を基に選択した．項目2の所要時間について，Bonferroni
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図 15: 項目 1のNEMの結果
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図 16: 項目 2，3，4，5，6の結果

補正とウィルコクソンの符号付順位検定を用いた多重比較検定の結果，全環境間の所

要時間に有意差があり，所要時間の少ない順に他者散髪環境 (1分 18秒)，提案環境 (2

分 53秒)，従来環境 (3分 19秒)となった．以上から，提案環境が従来環境に比べて作

業時間短縮に有効と確認した．後述する項目 6の結果から提案環境の負担は少ないと

わかるので，他者散髪環境に比べて所要時間がかかったことも問題は無いと考えられ，

また，慣れによって時間短縮されると考えられる．

項目 3，4の散髪精度の結果を図 16に示す．5.1節と同様で，分散値が小さく，平均

値が目標値の 1cmに近いほど結果が良い．項目 3の紐の分散値は，Bonferroni補正と

ウィルコクソンの符号付順位検定を用いた多重比較検定では，他者散髪環境と提案環

境の間に有意な差はなかったが，従来環境は他者散髪環境より分散値が有意に大きかっ

た．これらから，提案環境の散髪精度は他者散髪環境と同等で従来環境よりも良いと

わかる．一方，項目 4の紐の平均値は，ANOVAによる分散分析で環境間に有意差はな
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かったが，平均値の目標値への近さの順は提案環境，他者散髪環境，従来環境となっ

た．提案環境が他者散髪環境と同等以上の結果だったのは，他者散髪環境では目線を

毛束に近づける中腰ぎみの姿勢が必要とされたが，提案環境では必要な視点が常に楽

に得られたからと考えられる．以上から，散髪精度に影響する散髪のしやすさに関し

ても提案環境が従来環境と他者散髪環境に比べて有効な点があると確認した．

項目5の取得映像の結果を図16に示す．これは，スコアが高いほうが良い．Bonferroni

補正とウィルコクソンの符号付順位検定を用いた多重比較検定の結果，全環境間に有

意差があり，スコアが高い順に他者散髪環境，提案環境，従来環境となった．結果か

ら，5.3節と同様に，提案環境は従来環境よりも散髪のしやすい映像が提示できたとわ

かる．一方で，他者散髪環境の奥行きの感じ方が良いので散髪をしやすいと意見があっ

たため，今後はカメラの複眼化による奥行の再現を検討する．

項目 6の負担の結果を図 16に示す．これは，スコアが低いほうが良い．ANOVAによ

る分散分析の結果，所要時間の差は有意であった (F(11,2)=46.12, p < 0.01)．Bonferroni

補正を用いた多重比較検定では提案環境と他者散髪環境の両方が従来環境よりも有意

に負担が小さかった．これらから，提案環境は従来環境より負担が少なく，スコアの

低さから負担自体も少ないとわかる．提案環境においては，他者散髪環境で観察され

た負担である，視点の位置を一定に保つための動作や体勢なども少ないと考えられる．

所要時間や散髪精度において，提案環境が従来環境より良かったことから，提案環

境によって鏡特有の混乱は軽減されたと考えられ，このことから，1枚の鏡では見られ

ない自身の範囲を見る場合には，複数の鏡の反射の利用よりも提案システムを利用す

る方が適切であることを示す結果を得た．また，鏡のような使い慣れた道具を一般的

な形式と異なる方法で利用する場合，過去の経験が悪影響を起こす可能性があり，その

ような悪影響は汎用的な機器を介することで排除されることが示唆された．また，情

報提示システムの設計では，提示機器によって意図せぬ影響が生じることも考慮すべ

きという示唆にもなった．

これらの結果から，散髪したい部分を負担なく見ながら散髪するために提案システ

ムが有効であることを確認した．他の併用操作方法としては，今回の併用操作に左右

方向の自動移動を追加することも考えられ，フットスイッチ操作をし忘れている際に

自動で作動するなど有効に機能すると考えられる．
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2.6 まとめと今後の課題

本研究では，視点移動が可能な移動型カメラを用いてセルフヘアカットを支援するた

めの情報提示システムを提案した．そして，セルフヘアカットの支援機能として，ユー

ザがカットしたい部分を移動型カメラが自動で追跡撮影する機能などを実装した．評

価実験から，提案システムによって快適にセルフヘアカットができることを確認した．

今後は，技術習得に関する支援を検討しており，動作状態に適した指示や髪型完成ま

での手順の提示などを想定している．また，電子ディスプレイとカメラを用いたシス

テムがあらゆる場面の鏡の代替となり得ることを踏まえて，鏡の反射映像と電子ディ

スプレイ上のカメラ映像による認知的・身体的な影響の調査も検討する．
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3 健康の自己管理支援システム
モチベーション向上支援のための歩数ログ提示
システム

3.1 まえがき

コンピューティング技術の発展は，ユーザのモチベーションを高める機会を様々な

場面にもたらした [16, 17]. これは，小型のセンサや情報提示機器があらゆる場面での

データ取得と情報提示に向き，モチベーション向上支援への活用に適しているからで

ある. 望ましい行動形成のためのモチベーション向上が自力で困難なことは，健康をは

じめとする様々な分野での社会問題が示しており，このことは，コンピューティング

技術を用いたモチベーション向上支援手法が今後も様々な場面で重要になることを示

唆している.

本研究課題では，モチベーション向上の支援のための情報提示手法として，データ

改変を軸とした 2つの手法を提案する．1つ目は競争情報の改変フィードバック手法，

2つ目は自己達成程度ログの改変フィードバック手法である．以降では，それぞれにつ

いて述べる．

3.2 競争情報の改変フィードバック手法

まず，競争情報の改変フィードバック手法について述べる．

競争などの他者との相対比較を利用したモチベーション向上支援は，これまで様々

なシステムやイベントで多用されてきた [19, 36, 41]. 競争は動物の普遍的で根源的な

欲求に働きかけるため [24]，ランキングなどの競争情報は多くの人にとって理解しやす

く様々な場面に適用しやすい．このことから，競争を用いたモチベーション向上支援

は今後も多くの人に関わっていくと考えられる．

しかしながら，既存手法は競争による心理的影響の考慮が不十分な故に，競争によ

る良い効果だけではなく悪い効果をも起こしている点に課題があった．競争によるモチ

ベーションへの影響を変化させる要素は明らかにされており，その要素として例えば，

努力量に対する報酬 (努力量に対する競争結果)[32]，競争相手との成績差の程度 [33]，

競争参加人数 [34]が示されている. これらが示すのは，競争相手との兼ね合いで自分の
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努力が報われない状況や，競争相手が自分より格上になってしまう状況，また競争人

数が多すぎる状況は，モチベーションに悪い効果を与え得ることである. このような競

争による影響を左右する要因が明らかにされているにもかかわらず，競争によるモチ

ベーションの低下を軽減して向上を積極的に引き出すことを狙った手法はこれまで提

案されてこなかった．

そこで，本研究では，競争による心理的影響を変化させる要因を考慮し，競争情報

の見せ方をデータ改変を交えて操作することで，競争によるモチベーションの低下を

軽減して向上を積極的に引き出すことを狙った手法を提案する．提案手法では，努力

量に対する競争結果，競争相手との成績差，競争参加人数の 3つの要因において，モ

チベーションに良い効果が出るように，競争相手データの改変を用いて競争情報の見

せ方を操作する．本研究では，まずは日常の運動モチベーション向上を対象とした歩

数ログ競争システムに提案手法を適用し，活動量計から得た歩数を基にして競争情報

を生成してウェブアプリケーションからフィードバックするシステムを開発する．そ

して，合計 82名の 6週間にわたる 3種類の実験から提案手法の有効性を確認する．

3.3 関連研究

モチベーションに影響する要因

本研究では，モチベーションに影響する次の 3つの要因を考慮する．

投資努力量に対する報われる量の程度はモチベーションに影響することが明らかに

されている．期待理論では，努力量に応じた報酬を得ることで，次の報酬獲得や目標達

成への期待が高まり，モチベーションの表れである次の投資努力量が増すとされてい

る [32]. 期待理論は，モチベーション誘発のプロセスやメカニズムを追及する過程理論

に属するモチベーション理論である.この理論は，人を功利主義的と仮定してモチベー

ション喚起プロセスの要に達成経験をおく点に特徴があり，1970年代初頭に完成され

た後，現在においても経営学などで最も有名な理論のひとつとなっている. 基礎的なモ

デルでは，報酬獲得期待 (目標達成期待)と報酬価値の掛け算によってモチベーション

(投入努力量)が決定され，投入努力と報酬の間の適切なフィードバックループが重要

とされている．努力量に応じた報酬の程度は自己効力感という行動遂行の自信を養う

ためにも必要と行動変容の理論においてもモデル化されている [29]．これらは，努力量

に応じた報酬獲得や目標達成の経験がモチベーション向上に重要なことを示している．
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能力や成績などに関する競争相手との差の程度がモチベーションに影響することが

明らかになっている．N. Triplettが競争による努力量の向上を 1930年代に報告して以

来，競争者同士が影響しあう現象が様々な条件で調査されてきた. その一つに，競争相

手との差がある. スコット・カレルら [33]は，競争相手との差による影響の調査とし

て，米国空軍学校の士官候補生を対象に実験を行い，成績下位の者は上位の者に混じ

ることで落第率が高まり，成績中位の者が大半を占めるクラスでは全体の成績が向上

したことから，同格の競争者からは良い影響を受けて格上の競争相手からは悪い影響

を受け得ることを示している. 他者との相対比較についての動物の欲求を追及した社

会的比較理論においても，競争する比較他者として見出されるのは属性と格が同程度

の者と示されている [30]．これらは，競争相手との差の程度がモチベーション向上に重

要なことを示している．

競争の参加人数がモチベーションに影響することが明らかになっている．Stephenら

[34]は，競争参加人数が多いほど努力量が低下する心理現象を，人数をNとしてN効

果と呼んでいる．この現象は，SAT(大学進学適性試験)のスコアと会場の受験者数の

間に負の相関があることや，認知能力テストにおいても競争相手を少なく伝えられて

いた群の方が多く伝えられていた群よりも，スコアからわかる努力量が高かったこと

から示されている．この原因としては，人数増加に伴う勝率の期待の低下が挙げられ

る. また，報酬の価値の低下も挙げられ，人が相対的にモノの価値を見積もるせいで，

1つの順位変動の価値が参加人数の増加に伴って低下する.この類似現象として，協力

の参加人数の増加で努力量が低下する現象がリンゲルマン現象や社会的手抜きとして

知られている [31]．これらは，競争の参加人数がモチベーションに重要なことを示して

いる．

歩数を用いた運動モチベーション向上支援システム

運動不足が起こす肥満や疾患は深刻な健康上の問題に繋がる．この予防や改善に単

純な歩数増加が効果的であるという医学的根拠に基づいて，運動モチベーション向上

を支援するための歩数ログ提示システムは多く提案されている．現在ではターゲット

ユーザの細分化も進んでおり，例えば高齢者向け [38]にアンビエントに歩数を可視化

するものや，10代女子向け [39]に食事のカロリー計算機能を付加したものが提案され

ている．また，大規模なヘルスケアプログラムも実施されており，例えば不活発な成

人を対象にしたウォーキングプログラム [40]や自治体ごとの歩数ログを用いた健康増
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進イベント [35, 36]が実施されている．この運動モチベーション向上という目的におい

て，競争心を生むような仕組みは多くのシステムに付随されており，例えば，仲間同

士で歩数目標への進行具合を共有するモバイルアプリ [21] や歩数でバーチャルペット

の育成を楽しむシステム [37]，既製のアプリケーション (例: Withings[41]，Fitbit[42] ，

Fitocracy[43])，活動量計を用いた健康増進イベント [36]などに競争を促す仕組みが付

加されている．本研究の提案手法はこれら既存のシステムと同じ目的に貢献するもの

であり，また，これら既存のシステムやイベントに適用できるものである．

心理的影響を考慮したシステム設計

提案手法のようにユーザの心理や行動の変容を狙ったコンピューティング技術がヘ

ルスケアや教育など様々な領域で提案されてきた [16, 17]. モチベーション向上支援を

狙った手法に関しては，様々な要素が利用されており，達成度合いなどの自己の情報

だけを利用する手法 [18]をはじめ，競争心と協力心を利用した手法 [19]，自分の怠惰で

パートナーに罰が与えられるといった仲間間の利害関係を利用した手法 [20]や他者と

の社会的なつながりを利用した手法 [21, 22]，予測値を利用した手法 [23]などがある．

また，提案手法は提示情報による心理的影響を考慮して競争情報の見せ方を変える

ものである．すなわち，競争が真に支援目的を達成しているかを十分に考慮した設計

を目指している．類似する設計が提案されており，例えば，自己の食事内容のログに

他者評価が付くソーシャル・ネットワーキング・サービスのシステムにおいては，健

康的な食事内容をユーザに好んで食べさせるために，健康的な食事内容への他者評価

を高評価に改変してからフィードバックする手法が提案されている [45]．このような研

究は，本研究の必要性や実現可能性を支持する例である

他者との相対比較

競争を含めて他者と相対比較したがる根源的で普遍的な欲求については社会的比較

理論で追及されている [24]. このような欲求としては，例えば，周囲の世界における自

己評価を知りたいという欲求があり，これは生物として適応的で安全に生きるための

資源獲得保持能力 [25]を養うためのものである．その他にも，能力の向上のための自

己改善の欲求 [26]や，心地よさを得るための自己高揚の欲求 [27]など，複数の欲求が

指摘されている．他者との相対比較が生じる機会は情報化技術の発展に伴ってこれま
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図 17: 心理的影響を考慮した競争情報のフィードバック

でよりも増加していることから，そのような機会から悪い影響を防止して良い影響だ

けを引き出そうとする本研究のような技術の必要性は増すと考えている．

3.4 提案手法

提案手法は，競争による心理的影響を変化させる要因を考慮して競争情報の見せ方

を操作する．競争情報の見せ方の操作は，競争相手との差の程度や順位変動などのデー

タ改変を交えて行う．このデータ改変のおかげで，モチベーションが向上する状況を

積極的に増やし，モチベーションが低下する状況を減らす．モチベーションが低下す

る状況とは，例えば努力したのに報われない状況や，競争相手と大差がつく状況であ

る．本研究では，まずは日常の運動モチベーション向上を対象とし，提案手法を歩数

ログ競争システムに適用させる．図 17に示すように，提案システムは歩数を活動量計

から取得し，サーバで競争情報をデータ改変を交えて生成して，その競争情報をウェ

ブアプリケーション経由で提示する．
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3.4.1 競争情報の設計要件

提案システムでは，次の 3つの要因において，モチベーションに良い影響を与える

ように競争情報を生成する．

要因 1: 努力に対する報いの程度

努力に対する報いの程度はモチベーションに影響する．努力量に応じて報酬を得る

ことで，報酬獲得や目標達成への期待が高まり，次の投入努力量 (モチベーション)が

向上する [32]. 逆に，努力が報われない経験はモチベーションを低下させてしまう. こ

の要因への考慮がない既存のアプリケーションやイベントでは努力が報われない経験

がしばしば起こる．

要素 2: 競争相手との差の程度

競争相手との差の程度はモチベーションに影響する．競争相手は自身と同格の者か

ら見出されるため [30]，モチベーションは競争相手との差が大きいと低下し，僅差であ

れば向上する [33]．したがって，モチベーションに良い効果を与えるためには，適切な

競争相手との差の提供が必要である. 特に，今回のような累積値の競争では，1日当た

りの小さい差が一定期間後には大差になり，一度大差になると簡単に僅差にはならな

いので，差の操作は必須である. この要因への考慮がない既存のアプリケーションやイ

ベントでは競争相手との差がユーザの許容範囲を超える場面がしばしば起こる．

要素 3： 競争相手の人数

競争人数はモチベーションに影響する．競争人数の増加は努力量の無意識的な低下

を招く [34]. したがって，ユーザには少ない競争相手や小規模な競争を意識させる必要

がある．特に大人数を前提とした競争では，嘘で参加人数を 10人程度などと少なく伝

えられないため，競争人数による影響の考慮は必須である. 大人数を前提とした競争と

は，例えば県主催の歩数競争イベントやある学校内の定期試験などの，参加者も競争

者が多いと理解している競争を指す．この要因への考慮がないある大規模な歩数ログ

を用いたイベント [35]では「あなたの歩数ランキングは 42082人中 24064位です」と

伝えており，この要因において良い効果を得るユーザが少ないと想定できる．
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表 5: プレイヤーの定義
名前 説明

P[改変可] データ改変可能プレイヤ: ターゲットユーザのモチベーション向上のために競
争結果を改変可能なプレイヤのことを指す．架空のプレイヤ，もしくは実在の
プレイヤであってもユーザと競争情報を共有し得ない者である．

P[改変不可] データ改変不可能プレイヤ: 競争結果を改変不可能なプレイヤを指す．ユーザ
と競争の情報を共有し得るために改変が知れたら都合が悪い者で，主に実在の
者が想定される．

3.4.2 競争情報の設計: 努力の考慮手法と成績差の考慮手法

ここでは，要因 1(努力に対する報いの程度)と要因 2(競争相手との差の程度)を考慮

して，順位変動や歩数スコアを改変する方法について述べる．ユーザ以外の競争参加

者は表 5に示すように，データを改変可能なプレイヤ (P[改変可])と改変不可能なプレ

イヤ (P[改変不可])の 2種類で定義され，P[改変可]のデータを改変することで，対象

とするユーザのモチベーション向上を狙う. このデータの改変は，表 6に示す変数のう

ち，順位変動を起こすための必要努力量NEと，競争相手である P[改変可]とのスコ

アの基本差BDの 2つの設定に基づいて行う．

データ改変方法は 2パターンあり，同一競争内に，P[改変可]だけの場合のパターン

1と，P[改変不可]が複数存在する場合のパターン 2がある．これらはそれぞれ次のよ

うになる.

パターン 1: ユーザ以外のプレイヤがデータ改変可能プレイヤだけの場合

このパターンではすべての競争相手がP[改変可]である．競争スタート時には，初期

の順位とスコアを設定する．まずは，ターゲットユーザの順位を全体の中位程度には

設定し，P[改変可]が上位と下位にまんべんなく存在できるようにする．次に，P[改変

可]の順位をターゲットユーザの初期順位以外に割り当て，P[改変可]のスコアを次の 3

つの構成要素の合計値に設定する．その構成要素はターゲットユーザのスコア，基本差

要素，そしてランダム要素である．基本差要素はBD × nで，nはターゲットユーザ

との順位の距離である．ランダム要素は±(BD × l)間のランダム値で定義され，lは 0

～1の範囲で適当に調整し，例えば 0.3程度にする. この際，P[改変可]のスコアは上位

から順に設定し，1つ上位の競争者のスコアを越えないようにする．ターゲットユーザ

の初期の順位や P[改変可]の参加人数については，使用状況に応じて自由に設定する．

競争スタート時以降には，順位とスコアが更新される．まず，ターゲットユーザの
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表 6: 変数の定義
種類 説明
S 歩数 (Step): 1日当たりの歩数とする.

B 基準値 (Baseline): ユーザごとの 1日当たりの努力量を測る基準値．このBは一定期
間内における歩数 Sの平均値とする.

E 努力量 (Effort): 基準値からの歩数の増減量を努力量とする．このEは S − Bで定義
される.

NE 必要努力量 (Necessary Effort): 順位変動を操作する変数であり，1つの順位変動に必
要な努力量である．例えば，NEが 1000歩のとき，ターゲットユーザの順位はEが
1000増加 (減少)するごとに 1つ上がる (下がる)．

BD 基本差 (Basic Difference): P[改変可]のスコアを操作する変数であり，データ改変後
の競争相手のスコアとターゲットユーザのスコアの差の程度である．例えば，BDが
1000歩のとき，1つ上位の競争相手とのスコアの差は約 1000歩で，2つ上位の競争相
手とのスコアの差は約 2000歩となる．

RF 順位変動 (Rank Fluctuation)：努力量に応じた然るべき順位変動の数である．このRF

はE ÷ NEの整数部分で定義され，ターゲットユーザの順位変動数は次の 3種類で
決定される．1つ目のRF > 0のとき，順位は上がり，2つ目のRF = 0のとき，順位
変動はなしで，3つ目のRF < 0のとき，順位は下がる．例えば設定したNEが 1000

歩でターゲットユーザのEが 2500歩のとき，RF は 2になるのでターゲットユーザ
の順位は 2つ上がる．

順位は，前の順位に，順位変動数RF を加算した値とする．RF は努力量Eと必要努力

量NEから計算される．次に，P[改変可]の順位は，前のランキングで上位だったP[改

変可]から順に，ターゲットユーザを除いた残りの順位の上位から割り当てられる．こ

こでのP[改変可]のスコアは次の 4つの構成要素の合計値で，その構成要素はターゲッ

トユーザのスコア，基本差要素，ランダム要素，そして努力要素である．基本差要素

とランダム要素は前の段落のスタート時と同様である．努力要素はターゲットユーザ

に達成期待をもたせるために，必要努力量NEに至らなかった努力量Eを結果に反映

させるものである．例えば，NEが 1000でターゲットユーザのEが 800のとき，ター

ゲットユーザの順位は上がらないが努力要素の作用によって上位の競争相手に近づけ

たように見える．努力要素は，−(Eの符号)×(BD × m)×(E ÷ NEの小数部分)で定

義され，mで努力要素の大きさを調整し，例えば 0.7程度にすると基本差要素の約 7割

に努力が反映される．以上のアルゴリズムに加えて，順位変動を常に起こる状態に保

つための表 7の機能も動作する．

このパターン 1の使用場面は競争者間の接触がない競争である．このような機会は

コンピュータ及びネットワークとデジタルデータの普及に伴って様々な場面に増加し

ており，オンラインアプリケーションをはじめとして，オフラインにもある．例えば，
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表 7: データ改変可能プレイヤに関する機能
No. 名称: 説明
1 上位配置機能: これは，ターゲットユーザの上位に常に P[改変可]を配置するため

の機能である．この説明におけるターゲットユーザはP[改変不可]も含む．システ
ムでは，努力したときに報われる達成経験の提供が必要である．よって，ユーザの
上位に順位上昇を提供できるP[改変可]がいないときにはユーザの努力量にかかわ
らず，P[改変可]はユーザの上位に積極的に配置される.具体的には，RF で導出し
た然るべき順位変動数がプラス以外であれば，すなわち然るべき順位変動が順位
変化無しと順位下降のどちらかと決定されれば，ユーザの 1つ下位の P[改変可]は
ユーザを抜いて上位に配置されるようにする．このとき，RF = 0で順位が下降す
るターゲットユーザへの配慮として，ユーザを抜いて上位に配置される P[改変可]

のスコアを，ユーザスコアと基本差要素とランダム要素と努力要素の 4つの合計値
とする. 基本差要素は (BD ÷ 2)，努力要素は (BD ÷ 2) ×(−E ÷ NE)とする．

2 下位配置機能: これは，ターゲットユーザの下位に常にP[改変可]を配置するための
機能である．この説明におけるターゲットユーザはP[改変不可]も含む．この機能
の趣旨は上位配置機能の逆で，努力量低下時の罰の提供である．具体的には，ター
ゲットユーザの下位にターゲットユーザに順位下降を提供できるP[改変可]がいない
ときには，RF で導出した然るべき順位変動数がマイナス以外であれば，すなわち
然るべき順位変動が順位変化無しと順位上昇のどちらかと決定されれば，ターゲッ
トユーザの 1つ上位の P[改変可]はターゲットユーザを抜いて下位に配置されるよ
うにする．このとき，RF = 0で順位上昇してしまうターゲットユーザへの配慮と
して，ターゲットユーザを抜いて上位に配置されるP[改変可]のスコアを，ターゲッ
トユーザスコアから，基本差要素と努力要素の 2つを減算した値とする. 基本差要
素は (BD ÷ 2)，努力要素は (BD ÷ 2) ×(E ÷ NE)とする．

3 適度順位変動機能: これは，ターゲットユーザの順位付近にいなくてターゲットユー
ザの関わらない P[改変可]同士が適当なタイミングで順位変動をする機能である．
この説明におけるターゲットユーザは P[改変不可]も含む．

スポーツジムにおけるトレーニング器具の使用者記録表示機能などもこれにあたる.

パターン 2: ユーザ以外のプレイヤにデータ改変不可能プレイヤが存在する場合

このパターンでは，ターゲットユーザ以外にもデータ改変が不可能なプレイヤであ

るP[改変不可]がいる．ここでは，ターゲットユーザもP[改変不可]と呼ぶ．以降では，

P[改変不可]とP[改変可]の比率が 1対 2の場合を説明する．P[改変不可]の順位を上下

に変動できるように，P[改変不可]らは 2名の P[改変可]に上位と下位からサポートさ

れる．P[改変不可]を上位からサポートするP[改変可]を上位サポータP[改変可]，下位

からサポートする P[改変可]を下位サポータ P[改変可]と呼ぶ．

競争スタート時には，それぞれのP[改変不可]に対して上位サポータP[改変可]と下

位サポータ P[改変可]が設定される．そして，全 P[改変可]の初期順位が P[改変不可]
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らのスコアを基に設定される．スコアとは歩数である．上位サポータP[改変可]と下位

サポータP[改変可]の順位はそれぞれのサポート対象であるP[改変不可]の 1つ上位と

下位である．上位サポータP[改変可]と下位サポータP[改変可]のスコアは，前述した

パターン 1の競争スタート時と同様の 3つの構成要素の合計値であり，その構成要素

はサポート対象のP[改変不可]のスコア，基本差要素，そしてランダム要素である．基

本差要素は (BD × n)で，nはサポート対象の P[改変不可]との順位距離である．

競争スタート時以降には，P[改変不可]間で生じた意図しない順位変動数 (以降では

RF2と呼ぶ)と然るべき順位変動数RF とのギャップを相殺しながら改変が行われる．

このギャップがパターン 2ならではの問題である.ここでいうギャップの相殺とは，例え

ば，順位変動なしであるべき P[改変不可]1が自分より下位の P[改変不可]2に抜かれて

順位下降してしまった場合に，P[改変不可]1の上位サポータP[改変可]がP[改変不可]1

より下位になることで P[改変不可]1を順位変動なしにさせる，というものである．こ

の相殺は，競争に存在する P[改変可]が多いほど完全なものとなる.

競争スタート時以降では，前述のギャップを相殺しながら順位とスコアが更新され

る．まず，RF2がP[改変不可]らのスコアから計算される．P[改変不可]間で順位変動

がなければRF2 = 0，他のP[改変不可]によって順位が n個上がれば RF2 = + n，下

がれば RF2 = − nである．そして，相殺すべきギャップをRF からRF2を減算して

求め，次の 3種類に応じて対応する. 1つ目のRF − RF2 = 0の場合，サポート対象

のP[改変不可]のあるべき順位変動数がP[改変不可]同士の順位変動によって満たされ

ている. この場合には，サポータ P[改変可]達はサポート対象の P[改変不可]をそれ以

上順位変動させないように，サポート対象のP[改変不可]と前と同じ順位距離になる順

位に配置される. 2つ目のRF − RF2 > 0の場合，サポート対象のP[改変不可]の順位

があるべき順位より下がっている. この場合には，サポート対象のP[改変不可]の順位

を上げるために，上位サポータP[改変可]の順位をサポート対象のP[改変不可]より下

位にする. 3つ目のRF − RF2 < 0の場合，サポート対象のP[改変不可]の順位がある

べき順位より上がっている. この場合には，サポート対象のP[改変不可]の順位を下げ

るために，下位サポータP[改変可]の順位をサポート対象のP[改変不可]より上位にす

る. 以上の 3つの場合のサポータP[改変可]のスコアは次の 4つの構成要素の合計値で

あり，その構成要素はサポート対象のP[改変不可]のスコア，基本差要素，ランダム要

素，そして努力要素である．基本差要素はスタート時と同じで，ランダム要素と努力

要素はパターン 1と同じである．また，サポータP[改変可]は移動後には，対象P[改変
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不可]に対する自身の定位置に積極的に戻るための表 7の機能が働く. 具体的には，上

位サポータP[改変可]であればサポート対象P[改変不可]の 1つ上位に積極的に戻るた

めに上位配置機能が働き，下位サポータP[改変可]であれば下位配置機能が働く. また，

サポータP[改変可]がサポート対象のP[改変不可]より上位か下位のどちらかだけにい

た場合には，ギャップの改善に必要なだけ移動が行われる．

3.4.3 競争情報の設計: 競争人数の考慮手法

ここでは，要因 3(競争相手の人数)を考慮して競争情報を生成する手法について述

べる．本手法では前述した要因 1と要因 2の考慮手法も利用される．大人数が前提の

競争の場合には，少数の同レベルの競争相手との小規模な競争を意識させる必要があ

る．本手法は次のようになる．まず，全競争参加者の少人数ごとのグルーピングを，競

争相手として意識させたい競争人数 (例: 10人)ごとに行う．次に，要因 1と要因 2の

考慮手法を適用して，競争者間の差の程度などを操作し，同レベルの競争相手に見せ

る．そして，ターゲットユーザの属する小グループの競争結果を提示する．以上のよう

に，自身と同格の少人数との小規模な競争を意識させ，また，1つの順位変動の価値を

N人の時程度に高めることを狙う．グループ変更は順位変動ごとに行われ，例えば全

100人で 41～50位のグループに属する者は，40位以上になることで上位のグループに

変更され，51位以下になることで下位のグループに変更される. ユーザが属する小グ

ループ以外の相手の順位や成績といった全体の競争結果については，知らせる必要が

ないという方針であれば見せず，知らせる必要があるという方針であれば，グルーピ

ングを無くした全体のランキングやN人ずつの全小グループのランキングを提示する．

3.4.4 プロトタイプシステム

プロトタイプシステムでは活動量計から得た歩数データの保存および競争情報生成

はサーバ上で行われ，競争情報はウェブアプリケーション経由で提示される．ユーザ

はスマートフォンなどの情報提示機器から情報を閲覧する．活動量計にはWithings社

のPulse O2を用いて，ウェブアプリ開発にはHTMLや phpなどを用いた．また，競争

情報通知用アプリケーションをコミュニケーションツールである LINE社の LINEbot

を利用して開発した．

図 18にアプリケーション画面を示す. 左図の競争情報画面は 3要素で構成される.

部分 1はコメント部分で，競争情報の重要な概要をキャラクターがコメントし，情報
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図 18: 競争情報提示アプリ画面と情報通知アプリ画面

読解の手間の解消および注目させたい情報への誘導を狙う.コメント内容は現在順位や

前回からの順位変動，1つ上位の競争相手との差などである. 部分 2はランキング部分

で，順位とスコアとなる累積歩数を表示する. 部分 3は自己情報部分で，ユーザに関す

る詳細な情報として，日ごとの歩数推移や順位変動履歴を表示する. 右図に LINEbot

の情報通知画面を示す.これにより情報閲覧を促す.

モチベーション向上を狙った初期設定における，必要努力量NEと基本差BDと小

グループ人数N の 3つは次のようになる．必要努力量NEと基本差BDは 1000であ

る．つまり，ユーザの順位は努力量Eが+1000で 1つ上昇して−1000で 1つ下降する．

10分程度の歩行量である約 1000歩は，僅差と感じる適当な程度であり，厚生労働省が

意味のある歩数増加の目標として約 1000～1500歩と設定していることから [44]，適当

な設定である. N は 10であり，競争人数による悪影響排除に適切である [34]．
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図 19: 相手との差を改変した競争結果

従来手法と提案手法の競争情報の差は次のようになる．ここでの従来手法の競争情

報は実イベント [35, 36]を基に再現した．図 19は競争参加者が 10人の競争情報を示す．

左図のランキングは従来の競争情報を再現したもので，全参加者の累積歩数の羅列で

あり，これらは競争者間の差の程度を大きく放置しているため，競争者間の競争が成

立していないといえる．対して右図は，左図に改変をした提案手法の競争情報であり，

競争者間のスコア差を小さくすることで競争者を同レベルの者にみせて競争が成立す

るようにしている．図 20は 100人の大規模な競争の競争情報である．左図は従来の競

争情報の再現であり，全競争者のスコアを羅列し，且つスコア差を大きく放置してい

る．対して右図は，左図に改変をした提案手法の競争情報で，最初に小規模な同レベ

ルの競争者との結果を示すことで，ユーザに小規模な競争を意識させている．部分 1で
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図 20: 競争人数による影響を考慮した競争情報

は小グループでの順位を伝え，部分 2aではユーザの属する小グループのランキングを

表示し，部分 2bでは全体の情報として全ての小グループの平均値を表示している. 部

分 3では自己情報を表示し，その下の部分 4に部分 2bより詳細な全体の情報として全
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表 8: 運動量増加意欲の段階
段階 名前: 説明
1 無関心期: 現状より運動量を増やそうと思っていない
2 関心期：運動量を増やしたいと思っており，そのうち (6ヶ月以内)に行動を変え

ようと思っているが，まだ，実行してはいない.

3 準備期：運動量を増やすために，今後 1ヶ月以内 (すぐ)に行動を変える計画をし
ている.

4 実行期： 実際に計画通り運動量・行動を変えて，現在 6ヶ月未満である.

5 維持期： 実際に行動を変えて 6ヶ月以上すぎた.

参加者のスコアを羅列したランキングを表示する．なお，スコア差の改変は同グルー

プ以外の参加者全体にも適用される．このようにして最初に小グループでの競争結果

を伝え，ユーザが見たければ全参加者のスコアを見られるようにする.

3.5 評価実験

提案システムの有効性を評価する 3種類の実験に合計 82名が参加した. 実験期間は

42日間の 6週間で，実験では提示情報による歩数への効果を評価する.

手順

実験は介入前期間，介入期間，介入後期間の 3つで構成される．それぞれの期間は 2

週間である．1つ目の介入前期間は，基準歩数Bと現状の運動意欲の段階の 2つを測定

する．基準歩数Bは日常の自然な歩行量を意味し，この期間の平均歩数とする．現状

の運動意欲の段階は行動変容ステージモデル (Transtheoretical Model：TTM)[28]を基

に作成した表 8に示す 5段階で回答させる．この回答スコアは現状で運動の取り組みを

していない者ほど低くなる．2つ目の介入期間は，3種類の実験に被験者を分け，競争

情報の閲覧による歩数への効果を測定する. 競争情報の閲覧は毎日させ，その情報は 2

日間隔で更新される.ここでの各実験への被験者の振り分けには差がないように，前に

測定した基準歩数と運動意欲の段階を基に行う．3つ目の介入後期間は，競争情報の閲

覧を停止させて，介入停止後への効果を測定する.ここでの初日に，介入期間に関する

アンケートに回答する.アンケート内容は競争への主観参加度の 5段階評価 (1：全く参

加していない，5：とても参加した)である．実験期間は長すぎると季節などの様々な

要因が運動量に影響するせいで介入の効果を測定しづらくなるため，今回の設定が適

当と考えた.
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被験者の状態

被験者は平均年齢が 23.1歳 (標準誤差は 0.2)，男性 70名と女性 12名である．状態は

次のようになっている．1. 歩数の競争情報閲覧の実験への参加を了解している．2. 実

験では競争情報閲覧の義務はあるが，歩数増加の努力の義務は一切ないと理解してい

る．そのため，介入期間以降の歩数は競争に参加して増えるか参加せずに変化しない

かのどちらかである. 介入前の日常の自然な歩数から介入期間以降に歩数をわざわざ

減らすことはないと想定される．3. 運動意欲の段階は平均 2.1(標準誤差は 0.1)であり，

運動意欲が高い集団ではない．現状で特別な取り組みをしておらず，その点で歩数増

加の余地がある集団といえる．4. 活動量計に慣れている．これは，活動量計を持つこ

とによる歩数変動の可能性の排除のために，介入前期間も含めて最低 2か月間は活動

量計を持っていたからである．

3.5.1 実験 1: 努力に対する結果の考慮の評価

提案システムを用いた努力に対する結果の考慮がモチベーション向上に効果的かを

評価した. 30名の被験者が 3つの条件に 10人ずつ分かれ，それぞれの競争情報を介入

期間で閲覧する.

条件は次の 3つで，条件間では必要努力量NEが異なる．被験者は，条件 [努力考慮

(有)]では努力量に応じて報われ，条件 [努力考慮 (無)]では努力しても一切報われず，条

件 [努力考慮 (無)2]では努力しなくても報われる．具体的なNEの値は次のようになる．

条件 [努力考慮 (有)]ではNEは 1000で，これに応じて順位が変動する．努力量が 1000

歩増減すると順位が変動するため努力へのフィードバックが提供されやすい．条件 [努

力考慮 (無)]ではNEは∞で，努力しても順位が変動しない．条件 [努力考慮 (無)2]で

はNEは 0で，9割の確率で順位が上昇する．つまりは，条件 [努力考慮 (有)]が心理的

影響を考慮した提案手法にあたり，それ以外は従来手法の再現である．

同じ条件の被験者に同じような体験をさせるために，次のように設定した．それぞ

れの被験者は 9人の他の被験者と競争する．他の被験者は全てP[改変可]として扱われ

る．よって，それぞれの被験者の競争は独立している．スタート時において，被験者の

初期順位は 6位から，そして初期スコアは介入期間の約 2日前からの累積として 10000

歩程度に揃えた. 競争相手との基本差BDは 1000とした. 運動意欲の段階の平均値は

条件 [努力考慮 (有)]，条件 [努力考慮 (無)]，条件 [努力考慮 (無)2]の順に，1.75，1.66，

1.9で，有意差はない.また，介入前期間の基準歩数にも有意差はない.
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図 21: 実験 1における各条件の時期別の平均歩数

結果

図 21は各条件の時期別の平均歩数である. 図 22は各条件の歩数の推移とその近似曲

線を示す. エラーバーは標準誤差を表す. 2要因分散分析の結果，手法の主効果が有意で

あり (F(2,417)=5.1, p < 0.01)，時期の主効果が有意であり (F(2,420)=7.1, p < 0.01)，交

互作用が有意であった (F(2,420)=2.6, p < 0.01). 交互作用の単純主効果に関しては次の

ようになった. まず，手法の単純主効果は，介入期間のみで有意であり (F(2,417)=12.2,

p < 0.01)，多重比較検定の結果，提案手法である条件 [努力考慮 (有)]の歩数が条件 [努

力考慮 (無)]，条件 [努力考慮 (無)2]の歩数よりも有意に多かった (p < 0.05). 次に，時

期の単純主効果は，条件 [努力考慮 (有)]で有意であり (F(2,834)=8.8, p < 0.01)，多重

比較検定の結果，介入期間の歩数が介入前期間と介入後期間の両方の歩数よりも有意

に多かった (両方とも p < 0.05). また，時期の単純主効果は条件 [努力考慮 (無)]でも有

意であり (F(2,834)=12.2, p < 0.1)，多重比較検定の結果，介入後期間の歩数が介入前

期間の歩数よりも有意に減った (p < 0.05). なお，多重比較検定にはBonferroni法を用

いた.

議論

条件 [努力考慮 (有)]では，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に増加し，加え

て，他条件と比べても介入期間の歩数が有意に多いとわかる. これらは，努力量に応じ

たフィードバックがモチベーション向上に効果的なことを示している. この結果から，

条件 [努力考慮 (有)]とその他の条件の被験者のモチベーションの差は，順位とスコア

が努力への効果的なフィードバックになったか否かであると考えられる．努力に対す



48

�����

�����

�����

�����

�����

�����

	�����

		����

	
����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

	�����

		����

	
����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

	�����

		����

	
����

����������� ����������� ������������
��� ����� ��� �����

��� �����

図 22: 実験 1における各条件の歩数の 1日ごとの推移

るフィードバックのおかげで，条件 [努力考慮 (有)]の被験者は達成期待や，達成に必

要な投資努力を得られたが，他の条件の被験者は，努力へのフィードバックが無かった

せいで，それらが得られなかったと考えられる．

以上から，努力量に対する結果の考慮が，競争におけるモチベーション向上に効果

的なことを確認した.

3.5.2 実験 2: 競争相手との差の考慮の評価

提案システムを用いた競争相手との差の考慮がモチベーション向上に効果的かを評

価する. 22名の被験者が 2つの条件に 11人ずつ分かれ，それぞれの競争情報を介入期

間で閲覧する.

条件は次の 2つで，条件間では基本差BDが異なる．被験者は，条件 [差考慮 (有)]

では同レベルの競争者と競争し，条件 [努力考慮 (無)]ではレベルの違う競争者と競争

する．具体的なBDの値は次のようになる．条件 [差考慮 (有)]ではNEは 1000で，競

争者間のスコア差を小さく維持する．条件 [差考慮 (無)]ではNEは 8000で，競争者間

のスコア差を大きく維持する．つまりは，条件 [差考慮 (有)]が心理的影響を考慮した

提案手法にあたり，条件 [差考慮 (無)]は従来手法の再現である．

同じ条件の被験者に同じような体験をさせるために，次のように設定した．実験 1

と同じで，それぞれの被験者は 9人の他の被験者と競争する．他の被験者は全て P[改

変可]として扱われる．よって，それぞれの被験者の競争は独立している．スタート時

において，被験者の初期順位は 6位から，そして初期スコアは介入期間の約 6日前か

らの累積として 35000歩程度に揃えた. 必要努力量NEはBDと同じとした．よって，

この実験は努力に対する結果の考慮も含まれているといえる. 運動意欲の段階の平均
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図 23: 実験 2における各条件の期間別の平均歩数．
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図 24: 実験 2における各条件の歩数の 1日ごとの推移

値は条件 [差考慮 (有)]，条件 [差考慮 (無)]の順に，2.1，2.0で有意差はなく，介入前期

間の基準歩数にも有意差はない.

結果

図 23は条件ごとの時期別の歩数を示し，図 24は各条件の歩数の 1日ごとの推移と

その近似曲線を示す. エラーバーは標準誤差を表す. 2要因分散分析の結果，手法の主

効果が有意であり (F(1,306)=5.2, p < 0.05)，時期の主効果が有意であり (F(2,621)=7.7,

p < 0.01)，交互作用が有意であった (F(2,621)=3.1, p < 0.05). 交互作用の単純主効果

に関しては次のようになった. まず，手法の単純主効果は，介入期間のみで有意であ

り (F(1,306)=14.4, p < 0.01)，多重比較検定の結果，提案手法である条件 [差考慮 (有)]

の歩数が条件 [差考慮 (無)]の歩数よりも有意に多かった (p < 0.05). 次に，時期の単純
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主効果は，条件 [差考慮 (有)]で有意であり (F(2,612)=10.2, p < 0.01)，多重比較検定の

結果，介入期間の歩数が介入前期間の歩数よりも有意に多く (p < 0.05)，また介入後期

間の歩数よりも有意に多かった (p < 0.05). なお，多重比較検定にはBonferroni法を用

いた.

議論

条件 [差考慮 (有)]では，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に増加しており，他

条件と比べても介入期間の歩数が有意に多いとわかる. これらは，競争相手と僅差に保

つことが，モチベーション向上に効果的なことを示しており，同レベルの競争者の存

在が条件 [差考慮 (有)]の被験者のモチベーションを向上させたと考えられる．条件 [差

考慮 (有)]の被験者は，競争相手と僅差だったおかげで，順位上昇に必要な努力量が達

成可能な範囲であるという見積りや順位下降に関する見積もりがもてたが，条件 [差考

慮 (無)]の被験者は，競争相手との差が大きかったため，それができなかったと考えら

れる．今回は試さなかったが，大差の程度を 6桁以上などの個人の許容範囲を超える

ものにすれば，条件 [差考慮 (無)]の被験者のほとんどの歩数が増加しない状況になっ

たと考えられる．

以上から，競争相手との差の考慮がモチベーション向上に効果的なことを確認した.

3.5.3 実験 3: 競争人数の考慮の評価

提案システムを用いた競争人数の考慮がモチベーション向上に効果的かを評価する.

30名の被験者が 3つの条件に 10人ずつ分かれ，それぞれの競争情報を介入期間で閲覧

する. ここでの競争人数は 100人である.

全条件で競争人数は 100人であり，全条件で大人数の競争結果は提示されるが，条

件 [人数考慮 (有)]のみが同格の 10人の少人数グループでの競争結果も提示する．具体

的な条件は次のようになる．1つ目の条件 [人数考慮 (有)]は，競争人数，努力に対する

結果，競争相手との差，の 3つの考慮を含んでいる．この条件は，100人の競争結果に

加えて，自分を含めて 10人の同レベルの競争者との小グループの競争結果も提示する．

NEとBDは 1000である．よって，詳細には，条件 [人数考慮 (有)，努力考慮 (有)，差

考慮 (有)]といえる．2つ目の条件 [人数考慮 (無)]は，努力に対する結果，競争相手との

差，の 2つの考慮を含んでいる．この条件は，100人の競争結果のみを提示する．NE

とBDは 1000である．よって，詳細には，条件 [人数考慮 (無)，努力考慮 (有)，差考
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図 25: 実験 3における各条件の期間別の平均歩数

慮 (有)]といえる．3つ目の条件 [人数考慮 (無)2]は何の考慮もしない．この条件の被験

者はレベルが大きく違う大勢の競争相手と競争することになる．NEとBDは 8000で

ある．よって，詳細には，条件 [人数考慮 (無)，努力考慮 (無)，差考慮 (無)]といえる．

つまりは，条件 [人数考慮 (有)]が心理的影響を考慮した提案手法にあたり，他条件は

従来手法の再現である．

同じ条件の被験者に同じような体験をさせるために，次のように設定した．それぞ

れの被験者は他の被験者 29人を含む 99人の相手と競争する．他の被験者は全て P[改

変可]として扱われる．よって，それぞれの被験者の競争は独立している．スタート時

において，被験者の初期順位は 66位から，そして初期スコアは介入期間の約 50日前

からの累積として 300000歩程度に揃えた. 運動意欲の段階の平均値は条件 [人数考慮

(有)]，条件 [人数考慮 (無)]，条件 [人数考慮 (無)2]の順に，2.5，2.2，2.2で有意差はな

く，介入前期間の基準歩数にも有意差はない.

結果

図 25は条件ごとの時期別の歩数である. 図 26は条件ごとの歩数の日ごとの推移とそ

の近似曲線を示す. エラーバーは標準誤差を表す. 2要因分散分析の結果，時期の主効果

が有意であり (F(2,834)=15.3, p < 0.01)，交互作用が有意傾向であった (F(4,834)=2.05,

p < 0.1). 交互作用の単純主効果に関しては次のようになった. まず，手法の単純主効

果は，介入期間のみで有意であり (F(2,417)=5.0, p < 0.01)，多重比較検定の結果，提

案手法である条件 [人数考慮 (有)]の歩数が条件 [人数考慮 (無)2]の歩数よりも有意に

多かった (p < 0.05). 次に，時期の単純主効果は，条件 [人数考慮 (有)]で有意であり
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図 26: 実験 3における各条件の 1日ごとの歩数推移

(F(2,834)=12.2, p < 0.01)，多重比較検定の結果，介入期間の歩数が介入前期間と介入

後期間の歩数よりも多かった (両方とも p < 0.05). また，時期の単純主効果は条件 [人

数考慮 (無)]でも有意であり (F(2,834)=6.4, p < 0.01)，多重比較検定の結果，介入期間

が介入後期間よりも有意に多かった (p < 0.05). なお，多重比較検定にはBonferroni法

を用いた.

考察

条件 [人数考慮 (有)]では，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に増加しており，

また，介入期間の歩数が条件 [人数考慮 (無)2]よりも有意に高かった．これは，同格の

相手との小規模な競争を意識させることがモチベーション向上に効果的なことを示し

ている. これらから，条件 [人数考慮 (有)]とその他の条件の被験者のモチベーション

の差は，意識した競争相手によって生まれたと考えられる．例えば，全体 66位からの

5つ順位を上昇できそうな状況を想定する. このとき，条件 [人数考慮 (無)]や [人数考

慮 (無)2]のように全体の上位にいる相手との差を意識させられると，全体 66位から全

体 61位になるという些細で達成した気になれない経験が想定され得るが，条件 [人数

考慮 (有)]のように同格の少人数との競争を意識させられると，グループ内で 6位から

1位になるという達成した気になれる経験も想定されたのではないかと考えられる.

以上から，競争人数による影響の考慮がモチベーション向上に効果的なことを確認

した. また一方で，有意差はないが条件 [人数考慮 (無)]の方が条件 [人数考慮 (無)2]よ

りも介入期間の歩数が多かったことから，大人数の競争においても努力量に応じた結

果の提供と相手と僅差に保つことの 2点はモチベーション向上に効果的と考えられる.
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図 27: 競争への主観参加度の結果
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図 28: 介入期間における基準歩数以上の日数の割合の結果

3.5.4 補足指標

図 27に各条件の被験者の競争への主観参加度の結果を示し，図 28に介入期間にお

いて基準歩数B(介入前の歩数の平均)以上の歩数だった日数の割合を示す. エラーバー

は標準誤差である. 歩数の結果と同じで，各要因に対して考慮 (有)の提案手法にあた

る条件が各実験の中で最も高い値で良い結果となっている. このことから，競争参加意

欲向上のために，また常に基準歩数以上の歩行量を維持させるために，努力量に応じ

た結果のフィードバックや，僅差に相手がいること，そして少人数を意識した競争が

効果的だったとわかる.
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3.5.5 総合考察: 今後の課題

実験全体を通して，競争の各要素の考慮がモチベーション向上に効果的なことが確

認できた.ここでは，実験全体に共通する議論および今後の課題の議論を行う.

実験結果はユーザ自身が自律してモチベーションを養い向上させるための工夫の必

要性を示したと考えられる．各要因に対して考慮 (有)の条件において，介入後期間の

歩数が介入期間の歩数よりも有意に低下していることは介入の効果があったことを示

したが，一方で，モチベーション支援システムの目標の 1つは，介入であるシステム

使用を減らした後や無くした後でも効果を持続させることと考えている. つまり，自律

したモチベーション制御能力の増進ができれば理想的と考えている. したがって，今後

は介入後期間も効果を持続させる方法，もしくは介入の頻度を減少させても効果を持

続させる方法，例えば運動自体に楽しみを見出す方法，について検討と検証をする.

今回の結果からは，従来の競争情報がモチベーションに良い効果を与えない状況も

確認した．競争の効果を左右する要因を考慮しないこと，例えば本研究における努力

量に応じた結果，相手との差，競争人数，これらによる影響への配慮がない競争情報

は良い効果を与えないことを踏まえる必要がある．このような競争情報はモチベーショ

ン向上を妨げるだけではなく，低下さえ招いた可能性もある．例えば，今回の手順と

は違って被験者の努力量がプラスの状態になった後に，努力が報われない状況や，競

争相手との差が個人の許容範囲を超える状況になれば，モチベーションの有意な低下

が起こったと考えられる. このような競争情報による悪い効果は，競争情報閲覧システ

ムの使用で注意したい点の 1つであるため，今後は競争情報による介入がユーザのモ

チベーションに悪い効果を与える状況の検証も行っていく.

今後は個人ごとの特性に応じて効果的な情報提示を行うための手法についても検討

する．本研究では，一般的なユーザに共通し得る理論を利用して，全ユーザに効果的

な設計を行ったが，競争情報による影響は個人ごとの性格や標的行動への気持ちなど

で変化し得るものと考えられる．よって今後は，これらを考慮した手法の検討も行っ

ていく．

今回の実験では，各条件において同一程度と分類できる状況を連続して再現するこ

とでその状況の効果を評価している. ただし，ランダムな変動はあるので全く同一で

はない. この方法以外にも，自然に任せて競争をさせて，本研究で良い効果や悪い効

果と想定している競争情報が提示された日のみを抜粋して評価することも考えられる

が，提示情報による効果が表れるのが即日か数日後なのかは不明なため，今回の方法
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に至った. 今回の実験で良い効果だった情報や悪い効果だった情報は，連続で提示され

る状況だけでなく，様々な情報に混在することでも同じ効果を与えると仮定し，本稿

では議論している.

3.6 自己達成程度ログの改変フィードバック手法

次に，自己達成程度ログの改変フィードバック手法について述べる．

モチベーション向上支援手法のひとつとして，ライフログを用いた過去の達成程度

の提示によってユーザの自己改善を支援するものがある．これは，標的行動について

の過去の達成程度の提示によって自己改善の欲求を触発し，自発的な自己改善を促す

ものである．これまでに様々な場面を対象にしたサービスが提案されており，例えば，

歩数増加が健康増進に効果的なことから歩数増加支援のための歩数ログフィードバッ

クサービスは既に普及しており，その他にも，食生活改善 [45]や仕事効率改善を対象

にしたサービスなどがある．

しかしながら，心理的影響を考慮せずにありのままのログを提示する既存手法には，

自己改善を促すうえでの良い効果を必ずしもユーザに与えていない点に課題がある．例

えば，心理学においては，行動や判断の基準が事前に提示された情報に近づく現象がア

ンカリング効果として明らかにされており，この心理現象が極めて頑健で解消困難な

ことが示されている [46, 47, 48, 49, 50]．これを踏まえると，標的行動についてのユー

ザの達成基準は閲覧した過去の達成程度に意図せず近づいてしまうため，その達成基

準が向上する場合もあれば，逆に低下する場合もあり得るとわかる．したがって，ラ

イフログにおける過去の達成程度の提示によって自己改善の支援を行うためには，こ

のような心理的影響を考慮したうえで情報提示を行う必要がある．近年，このような

心理的影響が，本来意図する支援とは異なる方向にユーザの思考や行動を誘導する例

が情報提示サービスの利用において報告されており，そういった影響を踏まえたシス

テム設計の必要性が示されている [62, 16, 51]．

そこで，本研究では，歩数のライフログを用いた歩行モチベーション支援を目的と

して，自己の過去の達成程度を示す歩数ログの改変フィードバック手法を提案する．提

案手法は，1日単位の歩数ログを曜日別で提示するという一般的な仕様において，過去

の達成程度を示す歩数ログを曜日ごとに提示する際に，歩数についてのユーザの達成

基準が閲覧した過去の達成程度につられることを踏まえた 2つのデータ改変を行う．ひ

とつは達成基準の向上を促進するために提示する歩数ログを正方向に増加させるデー
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タ改変で，もうひとつはユーザの達成基準の低下を防止するために提示する歩数ログ

の負方向の低下を軽減するデータ改変である．これによって無意識的な歩行モチベー

ション増加を狙う．評価実験を歩数ログフィードバック用のウェブアプリケーション

を用いて行い，提示情報による気持ち及び実歩数への効果から提案手法の有効性を評

価する．

3.7 関連研究

自己の達成基準に影響する要因

提案手法では，アンカリング効果を踏まえて歩数ログを改変する．アンカリング効

果は，行動や判断の基準が事前に提示された情報に近づく現象である．この原因とし

ては，先行する情報を始点として認知活動の調整を行なうこと [46]や，先行する情報

を補強する情報を無意識に収集すること [47]が挙げられている．この現象が頑健で解

消困難なことは，対象への専門知識 (例: 不動産業者の不動産価値の知識)[48]，事前の

警告 (例: 心理現象の説明)[49]，報酬 (例: 判断の正確程度で報酬提供)[50]といった条

件によっても，この効果を解消できなかったことから示されている．これらは，歩数

のログを提示することによってユーザの歩数への達成基準の操作を行う提案手法の実

現可能性を支持するものである．

心理的影響を考慮したインターフェース設計

近年，情報提示サービスにおける提示情報がユーザに与える心理的影響は多く報告

されている．本研究のように自身に関するログのフィードバックによって生じる心理

的影響も報告されている．例えば，プラセボ（偽薬）効果に似た現象として，センシ

ング機器から自身の心拍値として提示された値に実際の心拍値がつられて変化してし

まう現象が報告されている [62]．また，閲覧情報の一部によって生じる心理的影響も報

告されており，例えば，先行して提示された情報を連想しやすくなるプライミング効

果に近い現象として，頭部装着型ディスプレイの閲覧情報内の視覚的なアイコンの種

類が，実世界においてユーザが気づきやすい対象を変化させる現象 [51]が報告されて

いる．こういった人の心理的特性を考慮したうえでシステム設計をする必要性も示さ

れている [16]．そのなかで本研究のようにフィードバックするログを改変する手法が

提案されている．例えば，心拍値をフィードバックするシステムにおいては，ユーザ
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の心拍値を下げるために，実際の心拍値よりも低く改変された値をフィードバックす

る手法が提案されている [62]．また，自己の食事内容のログに他者評価が付くソーシャ

ル・ネットワーキング・サービスのシステムにおいては，ユーザに健康的な食事内容

を好ませるために，健康的な食事内容への他者評価を高評価に改変してからフィード

バックする手法が提案されている [45]．これらは，本研究の必要性や実現可能性を支持

する例である．

3.8 提案手法

本研究では，歩数のライフログを用いた歩行モチベーション向上支援を目的として，

自己の過去の達成程度を示す歩数ログを改変して提示する手法を提案する．提案手法

は，1日単位の歩数ログを曜日別で提示するという一般的な仕様において，過去の達成

程度を示す歩数ログを曜日ごとに提示する際に，歩数についてのユーザの達成基準が

閲覧した過去の達成程度につられることを踏まえ，ユーザの達成基準を歩数増加の方

向に誘導するためのデータ改変を行う．

行動や判断の自己内の基準が事前の提示情報につられるアンカリング効果は提示情

報の根拠に関わらず生じ，頑健で解消困難なことが明らかにされている．この心理効

果によって，歩数の自己内の達成基準は過去の達成程度として提示された歩数ログに

つられるため，歩数増加支援という目的においては 2つのデータ改変が必要と考えら

れる．1つ目は，自己内の歩数の達成基準の向上を促進する改変であり，例えば提示す

る歩数ログを徐々につり上げるなどが必要である．2つ目は，歩数の達成基準の低下を

防止する改変であり，例えば提示する歩数ログの負方向の大きな低下の軽減などが必

要である．自己改善の心理を触発する上で比べるものは，現状より下の方のものでは

なく [27]，上の方のものが良いとされている [26]．

プロトタイプシステムではサーバ上で改変された歩数ログをウェブアプリケーショ

ン経由でフィードバックする． 歩数の取得には 2つの仕組みを利用し，1つ目は既存

の歩数取得スマートフォンアプリとNokia 歩数管理アプリHealth Mateを連携した仕

組みで，2つ目は活動量計Withings社PulseO2を用いる仕組みである．ウェブアプリ

の実装にはHTML，php，JavaScriptを用いた．図 29にアプリケーション画面を示す．

アプリケーション画面は 2要素で構成される．画面上部は歩数ログ提示部分であり，過

去の達成程度を示す歩数ログが曜日ごとに灰色の棒グラフで提示される．実歩数は灰

色の歩数ログより少なければ青色棒グラフ，多ければ赤色棒グラフで提示される．画面
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図 29: 歩数ログの提示画面: 過去達成程度の提示

下部では意識させたい情報へ誘導するための言語的説明部分である．内容は 2つあり，

ひとつは今日意識させたい過去の達成程度である灰色の歩数ログの数値である．もう

ひとつは前日における実歩数が過去の達成程度と比べて上回ったか下回ったかである．

図 30に，過去の達成程度として提示される歩数ログ (以降では提示ログと呼ぶ)の改

変例を示す．図中では 3種類の提示ログを示している．黒枠の棒グラフは改変なしの

提示ログを表し，同一の曜日の歩数の平均値である．赤枠の棒グラフは正方向の改変

(以降では正改変と呼ぶ)を施した提示ログを表し，改変なしの提示ログよりも値が大

きい．青枠の棒グラフは負方向の改変 (以降では負改変と呼ぶ)を施した提示ログを表

し，改変なしの提示ログよりも値が小さい．

正改変は 2種類の仕組みから成る．1つ目はユーザの歩数の達成基準の向上を促進す

るための改変である．これは，改変なしの提示ログに改変値を加算してユーザの達成

基準のつり上げを狙うものであり，今回の改変値は，500を初期値として 50～100の間

のランダム値を日ごとに累積した値で，その最大値を 1500とした．この仕組みによっ

て，提示ログは改変なしの提示ログよりも常に高くなる．2つ目はユーザの歩数の達成
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図 30: 歩数ログの提示画面

基準の低下を防止するための改変である．これは，曜日ごとの連続した提示ログが負

方向に著しく低下した際の軽減策であり，今回は，今日の提示ログが 1～n日前までの

提示ログの加重平均値よりも少ない場合は，その加重平均値にランダム値を加算した

値を今日の提示ログとした．nは 3とし，ランダム値は± 200の間とした．この仕組み

によって，図中の 2月 4日のように，改変なしの提示ログの急激な低下が軽減される．

負改変はこの正改変を負方向にしたものであり，これにより，提示ログは改変なしの

提示ログよりも常に低くなり，また，図中の 2月 3日のように改変なしの提示ログの大

幅な上昇は阻害される．

アルゴリズムにおける設定値は次の考えから決定した．まず，ユーザの歩数の達成

基準の向上の促進のための改変について述べる．初期値を+500にした理由は 2つあり，

1つ目は，被験者に過去の歩数を超えようとする行動を持続させるためには，介入期間

の最初は，過去の歩数を超えるという達成体験を簡単に得られる程度に正改変の値を

設定することが適当と考えたからで，2つ目は，一般的な 1日の歩数が主として 4桁と

考え，まずは上 1桁目が同じか変わる程度，例えば 6000歩の 6の数字が 6のままか 7

に変わる程度の正の改変が，最初は適当と筆者らの感覚から考えたからである．最大

値を+1500にした理由は 2つあり，1つ目は，厚生労働省で健康増進に効果的とされ

ている「現状から+1000歩程度多く歩くこと」をユーザに促すために，正改変の程度

を最終的には+1000以上にする必要があると考えたからで，2つ目は，歩数が 4桁の際

に上 1桁目が最大でも 2つ変わる程度，例えば 6000歩の 6の数字が最大でも 8に変わ
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表 9: 実験 1のアンケート内容
説明

Q1 過去と比べた歩行量の増減は気になりますか？回答は 5段階評価 (1: 全く気にな
らない，3: どちらでもない，5: とても気になる)

Q2 実際の歩数が，過去の達成程度として提示された歩数ログよりも「少ない」場面
で感じる気持ちは次のどれにあてはまりますか？回答は 5段階評価 (1: とても歩
数を減少させたい，3: どちらでもない，5: とても歩数を増加させたい)

Q3 実際の歩数が，過去の達成程度として提示された歩数ログよりも「多い」場面で
感じる気持ちは次のどれにあてはまりますか？回答は 5段階評価 (1: とても歩数
を減少させたい，3: どちらでもない，5: とても歩数を増加させたい)

る程度の正の改変が，達成範囲内と感じられる程度と筆者らの感覚から考えたからで

ある．日ごとに加算した正改変の程度を「＋ 50～＋ 100の間のランダム値」とした理

由は次のようになる．ランダム値が正規分布すると考えると，正改変の加算値は n日

後が 500＋ 75nになる．この設定において，ランダム値をプラスの値のみにした理由

は，マイナスの値を含んだ場合には，後の評価実験の被験者によっては正改変の程度

が小さすぎる状況になりえたからであり，また，正改変の加算値の程度を 75にした理

由は，正改変の値を徐々に釣り上げるという趣旨のために，最大と設定した+1500に

後の評価実験における介入期間 14日で段階的に到達するように，(1500-500)÷ 14程度

の値と設定したからである．次に，ユーザの歩数の達成基準の低下防止のための改変

について述べる．このアルゴリズムの趣旨は極端に低いログ値を提示することを避け

るためのもので，徐々に歩数を釣り上げるという役割はもたない．3日前からの加重平

均値は，極端に低いログ値の代替値をおおまかに導出するために採用し，ランダム値

± 200は軽微なランダム性を持たせるために採用した．

3.9 評価実験

提案手法の有効性を評価するための 2つの実験を行った．

3.9.1 実験 1: 自己歩数ログの気持ちへの影響評価

提案手法の利用においてはアンカリング効果とは別に，提示ログ (ここでは，過去の

達成程度として提示される歩数ログを指す)と実歩数の差による心理的影響が生じると

考えられる．そこで，この実験では提示ログと実歩数の差による心理的影響について

調査した．実験では，被験者は表 9のアンケートに回答した．この際，質問項目に相
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図 31: 実験 1のアンケート結果

当する歩数ログアプリの画面例として，実歩数が提示ログよりも多いパターンの画像

と低いパターンの画像を複数枚見せた．被験者は 16名の神戸大学の大学生で男 14名

と女 2名である．

実験 1の結果と考察

結果を図 31に示す．これは，質問項目ごとに回答の割合をまとめたものである．質

問ごとの全体の傾向としては，Q1においては約 70％の被験者が提示ログと比べた実

歩数の差は気になると回答した．次に，Q2においては約 70％の被験者が，実歩数が提

示ログより少なかった場合には歩数を増やしたい気持ちになると回答した．次に，Q3

においては約 70％の被験者が，特に何も感じないと回答した．

Q1からは，提示ログが実歩数の達成基準として意識され得るものであるとわかる．

このような過去の達成程度への興味は自己改善の心理によるものと考えられる．また，

このように注目されることでアンカリング効果が生じ得ることも推測できる．そして，

Q2の結果からは，提示ログを実歩数が下回ることが不快であり，その不快の解消のた

めに歩数増加が起こり得ることが推測できる．一方Q3からは，提示ログを実歩数が上

回った際には，特に行動が促されないことが推測できる．以上から，提示ログと実歩

数の差によって生じる気持ちと，それによって促され得る行動を確認した．
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表 10: 運動量増加意欲の段階
段階 名前: 説明
1 無関心期: 現状より運動量を増やそうと思っていない
2 関心期：運動量を増やしたいと思っており，そのうち (6ヶ月以内)に行動を変え

ようと思っていが，まだ，実行してはいない.

3 準備期：運動量を増やすために，今後 1ヶ月以内 (すぐ)に行動を変える計画をし
ている.

4 実行期： 実際に計画通り運動量・行動を変えて，現在 6ヶ月未満である.

5 維持期： 実際に行動を変えて 6ヶ月以上すぎた.

3.9.2 実験 2: 自己歩数ログ改変の実歩数への影響評価

本実験では，提案手法による実歩数への影響を 19名を対象に評価した．具体的には，

提示ログ (ここでは，過去の達成程度として提示される歩数ログを指す)を閲覧する 2

週間において，正改変された提示ログを閲覧する者と負改変された提示ログを閲覧す

る者の間で，実歩数が変化するかを評価した．

手順

実験は介入前期間，介入期間，介入後期間の 3つで構成される．それぞれの期間は

2週間である．1つ目の介入前期間は，基準歩数と現状の運動意欲の段階の 2つを測定

する．基準歩数は日常の自然な歩行量で，この期間の平均歩数とする．現状の運動意

欲の段階は行動変容ステージモデル [28]を基に作成した表 10に示す 5段階で回答させ

る．現状で歩数増加への取り組みを行っている程度が高くなると，この回答スコアも

高くなる．2つ目の介入期間では実験条件ごとの提示情報による実歩数への効果を測定

する．被験者は，正改変された提示ログを閲覧する条件 [正]と負改変された提示ログ

を閲覧する条件 [負]に分かれ，1日間隔で更新される提示情報を毎日閲覧した．用いた

歩数データは介入前期間を含めて約 2か月前までのものであった．ここでの各実験へ

の被験者の振り分けには差がないように，前に測定した基準歩数と運動意欲の段階を

基に行う．3つ目の介入後期間は，情報の閲覧を停止させて，介入停止後への効果を測

定する.実験期間は長すぎると季節などの様々な要因が運動量に影響するせいで介入の

効果を測定しづらくなるため，今回の設定が適当と考えた.

被験者は平均年齢が 23.4歳，男性 16名と女性 3名であった．被験者は神戸大学の学

生であった．被験者は実験 1の者とは異なる．被験者は提示情報の閲覧義務があり，歩

数増加の努力の義務はないと理解していた．彼らは提示ログが改変されていることは



63

表 11: 実験 2の結果
介入前 介入 介入後

sub1（条件 [正]） 6615 5716 6631
sub2（条件 [正]） 3314 3890 3034
sub3（条件 [正]） 6941 8467 8661
sub4（条件 [正]） 5969 5787 6107
sub5（条件 [正]） 6549 7464 8555
sub6（条件 [正]） 7545 7918 7312
sub7（条件 [正]） 4285 5127 3175
sub8（条件 [正]） 9735 9688 7977
sub9（条件 [正]） 7096 8467 8661
sub10（条件 [正]） 5091 6482 5661
sub11（条件 [負]） 5236 5268 5736
sub12（条件 [負]） 6197 5986 5519
sub13（条件 [負]） 8192 9239 8189
sub14（条件 [負]） 7047 6454 7469
sub15（条件 [負]） 4461 4495 4659
sub16（条件 [負]） 4142 3810 6324
sub17（条件 [負]） 5317 5306 6617
sub18（条件 [負]） 6764 5276 5755
sub19（条件 [負]） 7943 7343 7371
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図 32: 期間別の平均歩数の結果．左図は全期間を表し，右図は介入期間のみを表す．

知らず，提示ログは同一曜日から適当に抜粋したものの平均と知らされた．彼らの歩

数増加への現状の取り組みの段階は平均 1.9(標準誤差は 0.3)であった．彼らは活動量

計に慣れていた．これは，活動量計を持つことによる歩数変動の可能性の排除のため

に，介入前期間も含めて最低 2か月間は活動量計か歩数測定用のスマートフォンを持っ

ていたからである．

実験 2の結果と考察

表 11に被験者ごとの結果を示す．図 32の左図に各条件の期間別の平均歩数の結果

を示す．3つの期間と 2つの実験条件に対して，2要因分散分析をした結果，有意差は

なかった．2要因分散分析で有意差が表れなかったが，グラフからは介入前から介入期

間にかけての歩数の変化が条件間であるように見てとれたことから，図 32の右図に示
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図 33: 各条件の 1日ごとの歩数推移

すように介入期間の歩数の変化のみの検定を行った．具体的には，介入期間の歩数の

基準歩数からの変化量を算出し，条件間で t検定を行ったところ，条件間の実歩数の

間に有意差が認められ，条件 [正]の群の実歩数の方が条件 [負]のものよりも有意に多

かった．(p < 0.05)．図 33は実歩数の 1日ごとの推移とその近似曲線を示す．なお，以

上の図中のエラーバーは標準誤差を表す．

結果から，条件 [正]の群は，介入期間の正改変の提示ログによって実歩数が増加し

たとわかる．これは正改変によって歩数増加が促進できることを示すと考える．この

原因は 2つ考えられる．1つ目は，アンカリング効果による影響である．これによって，

閲覧した提示ログの数値に自己内の達成基準がつられたと考えられる．これは，実験

1のQ1の結果からも伺える．2つ目は，提示ログと実歩数の差による心理的影響であ

る．実験 1のQ2の結果を踏まえると，提示ログを実歩数が下回る状況を不快に感じた

場合に，歩数増加につながる行動が促されたと考えられる．このような場面としては，

例えば，今日において提示ログを実歩数が下回った場面や，今日において昨日を振り

返った際に昨日の提示ログを昨日の実歩数が下回っていた場面が想定され，このよう

な場面の頻度は正改変を行う条件 [正]には多かったと考えられる．このような理由か

ら，実歩数が基準歩数よりも増加したと考えられる．補足資料である歩数の日ごとの

推移である図 33からは，介入前期間に見られた歩数の急な低下が，介入期間で軽減さ

れているように見うけられ，正改変された提示ログが実歩数の減少を軽減したことが

全体としての歩数増加につながったと考えられる．

一方で，負改変をした提示ログを閲覧した条件 [負]の群の実歩数が，介入前と比べ

て介入期間において有意に低下しなかった．この理由は，2つ考えられる．1つ目は，

提示ログと実歩数の差による心理的影響が行動を促さなかったことが考えられる．具
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体的には，条件 [負]において提示ログを実歩数が上回る状況は，実験 1の Q3の結果

からも推測できるように，行動を促し得る気持ちを生まなかったと考えられる．2つ目

は，標的行動の指標である歩数がそもそも減りにくかったことが考えられる．具体的

には，日常の自然な歩数である基準歩数からわざわざ歩数を減らす努力をすることが

無かったと想像できる．このような理由から，実歩数が基準歩数よりも減少したがそ

の程度は小さくなったと考えられる．

今回の実験結果の一因として，対象とした被験者の特性も働いたと考えられる．ま

ず，今回の被験者は神戸大学の学生であり，自身の過去の達成程度よりも現状が低い

ことを改善したい無意識的な傾向は，一般の水準以上と考えられ，これは条件 [正]の

群の歩数増加の一因になったと考えられる．次に，介入前に測定した被験者の歩数増

加への現状の取り組みの段階は平均 1.9であったことから，被験者は特別な歩数増加の

取り組みを現状でしていない状態であった．このように被験者に歩数増加の余地があっ

たことも，条件 [正]の群の歩数増加の一因になったと考えられ，また，歩数低下の余

地がなかったことは，条件 [負]の群の歩数が介入期間において介入前と比べて低下し

なかった一因になったと考えられる．今回の歩数変化の一因であるアンカリング効果

は一般にあてはまる理論であることから，どのようなユーザにも今回と似た効果をも

たらすと考えられるが，一方で，今回の被験者と特性が異なるユーザは今回の実験結

果と異なる効果を得る可能性も否定できないため，ユーザの特性が今回と異なる場合，

例えば高齢者や現状で運動をしている者を対象にする場合などには，再度対象者ごと

に検証をする必要があると考えられる．

健康増進に効果的な歩数増加量の目安として約 1000歩が日本の厚生労働省によって

挙げられており，今後はこれを介入期間全体にわたって維持させる方法についても検

討する．また，今後は，システム利用無しで自発的に自己改善をできるようにさせる

支援も目指し，提案手法の利用停止後や利用頻度低下後に歩数増加が維持されている

状態を達成するための方法についても検討する．また，性格などの個人特性によって

提示情報による影響が異なる例が別の研究で報告されており，これを踏まえると，今

回の提示情報による効果の程度や傾向には個人差があると考えられる．例えば，実験 1

のQ3の回答として全体とは傾向の異なる一部の者がいるとわかる．よって，今後は，

個人の属性ごとに適した情報提示を行う方法も検討する．

今回の実験で提示ログによる歩数変化が起きたことから，標的行動の過去の達成程

度を提示するようなサービスにおいては，自己改善の心理に意図しない影響を与える
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可能性を想定する必要があるとわかる．この解決手法としてデータ改変を行ったが，今

後は他の手法，例えば情報の見せる見せないを動的に変更するという手法など，も検

討する．また，今回標的とした歩数においては悪い効果の程度は小さかったが，標的

行動の種類によっては影響の程度が大きい場合もあると考えられ，そのような影響の

程度に関わる標的行動の区分けなども今後行うことを検討する．また，より一般的な

議論をするためにも，実験人数および被験者の特性を今回よりも増加させた実験を今

後行うことを検討する．また，今回の実験において常に同じ方向の改変をする状況を

再現した理由は，例えば改変方向の異なる条件を混ぜた場合には，提示情報による効

果が表れるのが即日か数日後なのかが判断できないためであり，このせいで影響が検

出できなかった例が予測値改変フィードバック手法の実験で報告されていた．よって，

今回の実験方法に至った．

3.10 まとめ

本研究課題では，モチベーション向上の支援のための情報提示手法として，競争情

報の改変フィードバック手法と，自己歩数ログの改変フィードバック手法の 2つの手法

を提案した．

競争情報の改変フィードバック手法においては，競争による心理的影響を変化させ

る要因を考慮し，競争情報の見せ方をデータ改変を交えて操作することで，競争によ

るモチベーションの低下を軽減して向上を積極的に引き出すことを狙った手法を提案

した．提案手法では，努力量に対する競争結果，競争相手との成績差，競争参加人数の

3つの要因を考慮した．本稿では，まずは日常の運動モチベーション向上を対象とした

歩数ログ競争システムに提案手法を適用し，活動量計から得た歩数を基に競争情報を

生成してウェブアプリケーションからフィードバックするシステムを開発した．そし

て，6週間にわたる 3種類の実験から提案手法の有効性を確認した．提案手法は，競争

が活用される様々な場面に汎用的に適用され，競争による悪い効果を排除して良い効

果を引き出すものになると考える．

自己歩数ログの改変フィードバック手法においては，歩数のライフログを用いた歩

数増加支援を目的として，自己の過去の達成程度を示す歩数ログを改変して提示する

手法を提案した．提案手法は，1日単位の歩数ログを曜日別で提示するという一般的な

仕様において，過去の達成程度を示す歩数ログを曜日ごとに提示する際に，歩数につ

いてのユーザの達成基準が閲覧した過去の達成程度につられることを踏まえ，データ
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改変を行った．そして無意識的な歩数増加を狙った．評価実験を歩数ログフィードバッ

ク用のウェブアプリケーションを実装して行い，提示情報による気持ち及び実歩数へ

の効果から提案手法の有効性を評価し，結果から，提示される歩数ログを改変する方

向につられて実歩数が変化することを確認し，また，歩数増加支援への提案手法の有

効性を確認した．
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4 精神の自己管理支援システム
メンタル機能向上支援のための情報提示シス
テム

4.1 まえがき

重要な場面において，実力を最大限に発揮することは容易ではない．これは様々な

場面に共通し，例えばスポーツ，演奏や演技，交渉やプレゼンテーション，そして人生

におけるその他の重要な場面が挙げられる．こういった場面では，技 (例: 課題への技

術・知識・経験)と体 (例: 基礎体力)だけではなく，メンタル機能 (調子)も満足な状態

にする必要があるが，メンタル機能の制御は困難なうえに技と体にも影響し [53]，その

せいで実力を最大限発揮するどころか，普段できることすらできなくなることもある．

このメンタル機能の工学的な支援手法はこれまでになかったが，メンタル機能制御の

ための様々なスキルやそのトレーニングは1950年代から確立され始めたとされ，例えば，

パターン化した一連の作業を行うプリパフォーマンスルーティン (PPR: Pre Performance

Routine)[54]，心身の安定を得るために集中する瞑想 [55]，自分に俯瞰的に語りかける

セルフトーク [56]，イメージトレーニング [57]などが挙げられる．

これらの手法の有効性は確認されているが，アスリートなどのプロフェッショナルで

はない一般人，つまりは心身制御能力が普通の人にとっては課題がある．1つ目は，メ

ンタル機能制御スキルの習得と活用のための労力・時間・資金が足りないことである．

スキル習得のためには時間と労力をかけた意識的で能動的な作業が必要であり，得た

スキルの本番での活用時にも同様である．例えば，ラグビー日本代表選手である五郎

丸歩選手はプレースキック前の PPR完成のために 2年以上にわたって PPRの評価と

いう継続的な作業をし，また，そのPPRを本番で活用する際には，心身の負荷の大き

い場面で時間と労力をかけてPPRを精密にこなしている．また，プロトレーナーの雇

用にはお金がかかる．2つ目は，スキルの習得のための難度の高さである．メンタル機

能制御スキルは特定の競技や演奏の技術などと同じく，能力不足のせいで習得すらで

きない場合や，習得できても本番で活用できない場合もある．例えばイメージトレー

ニングにはイメージ力が，PPRには練習と本番でルーティンを精密にこなせる精神と

身体の能力が要求される．
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一方で，心身の無意識的な変容に関する知見がある．心理学の分野ではパブロフの

犬の実験で有名な学習原理の一つ，レスポンデント条件付けという現象が存在し，入

力となる刺激と出力となる反応との間に連合が形成された場合に，その刺激によって

反応が引き起こされることが知られている．この現象を踏まえると，成功体験時に繰

り返し知覚した刺激は，成功時と同じ心身の状態や良い結果を誘発させる可能性があ

り，メンタル機能とさらには競技結果にまで好影響を与えることが期待できる．

そこで，本研究ではレスポンデント条件付けの枠組みを情報提示システムに適用し，

成功体験だけと条件付けた知覚刺激を用いて，本番時のメンタル機能補強を行うシス

テムの構築を目指す．本稿ではスポーツにおけるメンタル機能を対象にして聴覚刺激を

提示するシステムを実装し，条件付け刺激がメンタル機能に与える影響をダーツゲー

ムの競技結果で評価する．さらに，提案システムによるメンタル機能への影響を個人

の性格から予測する手法も検討する．

ここで，PPRと本研究の違いは，PPRの刺激 (例: 動作)が本番試行前に必ず行われ

るため良悪の両結果が刺激に関連づく学習が起こり得るが，提案手法では良い結果時

のみ刺激を与えることで良い結果のみを刺激と関連づける学習をさせる点である．ま

た，学習時に試行後に与えた刺激を本番時には試行前に与える点も違いである．

4.2 関連研究

本研究の趣旨に近い情報提示システムの例として，伴ら [61]のバーチャル時計シス

テムは，虚偽時間を提示して個人の時間感覚に影響を与えることで，作業効率 (単位時

間当たりの成果量)向上を狙っており，これを時間的な圧による集中力の補強と捉える

ならばメンタル機能補強例と解釈できる．また，中村ら [62]のプラセボ効果を利用し

た心拍制御システムでは，心拍の実測値を加工した虚偽の値を提示して心身に影響を

与えることで，心拍などの生体情報の意図的な操作を狙っており，これを心拍制御に

よる緊張制御と捉えるならばメンタル機能補強例と解釈できる．これらの先行研究の

主目的は本研究とは異なり，前者は作業効率向上で後者は心拍制御なのに対し，本研

究はメンタル機能を通した競技結果の質の向上である．また，扱う情報の特性も異なっ

ており，これらの先行研究は虚偽情報かつメンタル機能に負荷を与え得る情報を扱っ

ているが，本研究では想定場面が既に心身に負担がかかる場面のため，ユーザに何ら

かの負荷がかかり得る類の情報は扱わない．また，扱う情報のもつ意味の時間幅も異

なり，これらの先行研究は常に閲覧することで効果が得られるような意味の時間幅が
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長く連続的な情報 (例: 時間や心拍の推移・変化)を扱っているが，本研究では一時的

で単発的な取得で効果が得られるような時間幅が短い情報を扱う．

気持ちの操作を目的とした情報提示システムは多数ある．吉田ら [64]は，鏡を模し

たディスプレイ上の自身の表情をポジティブに変化させることで感情を向上させるシ

ステムを提案しており，感情を操作している．また，鳴海ら [65]は，食事対象のサイ

ズを視覚的に変化させることで食事摂取量を削減するための情報提示システムを提案

しており，食欲や満腹感という気持ちを操作している．

メンタル機能制御スキルの研究で，パフォーマンスへの効果を評価した例としては，

リラックスとストレス管理に有効とされるACEM瞑想の 7週間にわたる指導の効果を

一流射手の射撃結果で評価した研究 [55]や，イメージトレーニングとフィジカルトレー

ニングの習熟度の違いを 3ヶ月にわたる実験室課題で評価した研究 [57]などがある．そ

の他としては，理論や研究結果を基にしたスポーツ選手へのPPRの開発及び指導法に

ついての研究 [54]や，テニスのボレースキルを向上させるセルフトーク開発の研究 [56]

などがある．既存の研究とはメンタル機能補強を促す情報を生成してそれを自身に与

えるという点で共通しているが，本研究では主に一般人を対象にした低コストで簡便

なメンタル機能制御の実現を狙っている点が異なる．

提案手法で用いるレスポンデント条件付けは，犬の唾液がエサと時間的に接近して

提示された刺激によって誘発された現象が基になった学習理論で [58]，条件付けられた

聴覚刺激 [59]や視覚刺激 [60]，その他の刺激 (例: 場所，状況) による [?]いる．その例

としては唾液分泌や内臓運動などの自律反応，感情，評価，筋運動などの誘発が挙げ

られる．本研究はこれらを踏まえて，提示刺激が良い体験・メンタル機能と条件づくこ

とを期待している．条件付けは数回程度 (例: 7回 [60]，10回 [66])で成立するとされ，

結果認識時に刺激を提示する時間的布置は，同時条件付け [66]や逆行条件付け [67]と

なる．これらの実験では動物が主に扱われており，人がスポーツをする本研究はやや

複雑な要因が含まれる実験となる．

4.3 提案手法: Success Imprinter

提案手法である Success Imprinterはシステムもしくはユーザがメンタル機能補強が

必要と認識した時に，メンタル機能補強のための情報を提示する．提案システムから

の刺激を得るだけでユーザはメンタル機能補強を簡易に行える．

図 34に示すように，システム利用の流れは学習段階と実践段階から成る．学習段階
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学習段階

成功時に刺激を繰り返し提⽰
刺激と好体験を条件づける学習

成功 刺激

実践段階

条件づけた刺激でメンタル強化

刺激 成功

図 34: 提案手法の流れ

では，成功といった良い体験時に画像や音声などの特定の知覚刺激を提示し，良い体

験・メンタル機能とだけ条件づいた刺激を生成する．この段階が刺激と条件付ける体

験の質を決定する．実践段階では，学習段階で生成した刺激を競技の試行前に提示し

てメンタル機能を補強する．PPRと異なる点は，刺激を良い体験とだけ条件付けるこ

とでより強く良い体験と条件づいた刺激を生成する点と，学習段階で試行後に提示し

たその刺激を実践段階では試行前に提示する点である．なお，本システムでは成功と

条件付けたポジティブな刺激 (以降ではP刺激)によって好影響を与えられると想定し

ているが，失敗と条件付けたネガティブな刺激 (以降ではN刺激)の方で好影響を得る

タイプのユーザがいた場合には，N刺激を与えることも想定する．

システム例として，対象競技をダーツゲームとして聴覚刺激を自動提示するシステ

ム構成を図 35に示す．認識箇所は 2つあり，学習段階の条件付け時は電子ダーツボー

ドを用いて競技結果から認識し，実践段階のメンタル機能補強時は手首装着型機器を

用いて投矢などの特定動作から認識する．これら 2箇所の認識にはその他の表出情報

も利用でき，例えば，心拍や，精神性発汗を表す皮膚電気活動，悪いメンタル機能を表

すなだめ動作 (例: 顔を触る)や震えが挙げられる．刺激提示はスピーカで行うが，ディ

スプレイなどを用いてもよい．

システムの仕様は手動であればユーザの要求に特化し，自動であれば汎用的になる．

例えば，学習段階で条件付ける体験の質や，実践段階における情報提示のタイミング

は，手動であれば詳細な選択ができるが，自動であれば特定の閾値以上が選択される．

したがって，刺激提示の手動化と自動化は，ユーザの要求 (例: 確実性，労力)や競技
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電子ダーツボード

PC

競技結果認識

投⽮前の動作認識

聴覚刺激提⽰

装着型センサ

スピーカ

図 35: ダーツゲームを競技としたシステム構成

に応じて決定する必要がある．

4.4 評価実験

本章では，提案システムによって条件付けた刺激がメンタル機能を通して競技結果

にまで影響するかを評価する．評価はダーツゲームで行い，指標はボード中心を狙っ

た際の中心から矢の命中位置までの直線距離 (以降ではR)とする．ダーツはメンタル

機能への影響評価に用いられており [68]，今回の実験にも適切である．

プロトタイプシステム

図35のプロトタイプシステムを実装した．システムは，命中位置が認識できるダーツ

ボード (エポック社のPC-DARTS)，リストバンドと加速度センサ (ATR-Promotions社

のWAA-010)，据え置き型スピーカから成る．アプリケーションはVisual Studio C#で

作成した．実験では，実際のシステム利用時に相当するデータ取得法として扱われて

いるWizard-of-Oz法 [69]を用いて実験者が手動で刺激提示をする．この理由は，実験

に適切と考え成功率 5割を狙い設定した閾値 (Rが 7cm)がボードのパネル区分と一致

せず，条件付け時の自動認識ができないからである．

実験手順

実験は 3段階で，準備段階，練習のゲーム (以降では練習ゲーム)で条件付けをする

学習段階，本番のゲーム (以降では本番ゲーム)で刺激による影響評価をする実践段階

から成る．まず，準備段階では，実験中の実力変動を無くすために，一般的な矢の持ち

方や投矢フォームをプロの投矢動画や説明書を見ながら最大 30分程度練習する．次に，
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学習段階では練習ゲームをする．練習ゲームはボード中心を狙って全 18試行で得点を

競うもので，得点にはRが 7cm以内を成功として 10点，その他は失敗として 0点が加

算される．実験群にはこの際に条件付けとして，成功でチャイム音，失敗でブザー音

が提示され，それぞれがP刺激とN刺激となる．対照群はここでは条件付けをせずに

練習ゲームをする．音の提示は結果認識後 0.2～0.5秒で，音源は 1秒未満である．音の

選択に関しては，完全な中性音の選択が困難であり，システム実用時に使用する音は

体験と条件付けやすく且つ体験を喚起しやすいものが適切と考えて今回の選択に至っ

た．最後に，実践段階では本番ゲームを行う．本番ゲームは練習ゲーム同様に 1ゲーム

18試行であるが，ゲーム数は評価する提示刺激ごとに必要なだけ行われる．刺激提示

は投矢動作認識時で矢を目線で止めるエイム動作の直前である．本番ゲームでは競争

相手，得点配分，報酬と罰の設定によって本番意識 (例：成功したい・失敗したくない

気持ち)を全投矢にもたせており，具体的には，得点配分は練習ゲームと異なり，1～

15投は成功で 10点，失敗で 0点とし，最後 3投の 16～18投は成功で 20点，失敗で-20

点とした．そして，総得点が練習時の得点を超えれば報酬 1つ，以下ならば罰 1つを

与える．加えて，最後 3投は 3投成功で報酬 2つ，2投成功で報酬 1つ，0投成功で罰

1つを与えるとした．報酬はお菓子，罰は鈍痛を生む電気ショックで，罰は本番前に体

験させて嫌なものと理解させた．そして，得点のみのフィードバックによってRをブ

ラインドの指標としている．時間的なスケジュールは，投矢間隔 30秒，ゲーム間隔 2

分を基準に適度にずらし，厳密な時間間隔が刺激になる時間的条件付けの現象を防い

だ．ダーツボードまでの距離・高さは公式ルールと同じである．

本番ゲームの得点配分の設定理由は詳細には次の通りである．今回の成功の閾値は

成功率 50%を狙っており競争相手は平均して 90点と想定する．競争相手を超えると競

争や本番の意識が無くなると仮定すると，勝敗が決まらずに 18投目までさせるのが理

想である．この理想を満たすために，最後 3投の配点配分によって，15投目までに想

定する競争得点 90点を超えてもなお点数をより多くとる必要を生じさせ，また，15投

目までに成功数が 3～15本の範囲で変動した場合でも，16投目以降も想定する競争得

点 90点を超えるか否かの勝負を持続させることを狙っている．

4.4.1 本実験: 条件付け刺激の影響評価

本節の本実験では，提案システムによって試行結果を向上させるメンタル機能補強

が可能かを評価する．本実験の被験者は学習段階の練習ゲームで条件付けをさせる実
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表 12: 本実験における提示刺激ごとの結果．矢の命中位置であるRについて．
Rの平均値 [cm] 条件付けた回数

参加者 練習 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N 成功と 失敗と
1 5.78 7.47 6.39 5.89 8.28 6.67 9 9

2 7.78 7.81 10.13 7.64 11.06 10.17 8 10

3 13.39 13.42 8.08 8.39 8.50 10.28 2 16

4 11.44 11.02 7.75 9.75 5.72 12.17 7 11

5 7.22 7.08 8.58 9.44 8.06 11.56 8 10

6 9.06 7.69 8.75 7.33 5.50 8.11 9 9

7 7.04 5.44 6.50 5.92 4.17 5.78 14 4

8 6.39 7.89 7.06 8.75 5.44 5.50 7 11

9 8.56 6.64 6.22 8.47 9.28 8.67 9 9

10 7.33 6.77 6.06 12.03 7.39 11.44 9 9

11 7.72 7.67 5.92 6.67 7.67 5.39 9 9

12 7.72 6.53 8.53 7.06 6.72 8.22 9 9

13 5.61 7.42 8.67 9.78 5.61 9.22 9 9

14 8.17 8.03 6.97 11.31 6.06 6.83 8 10

15 7.94 9.39 11.25 9.25 9.00 8.00 6 12

16 9.11 9.97 9.86 7.97 7.22 8.44 5 13

17 10.50 9.92 9.08 8.97 9.50 7.04 4 14

18 8.17 7.47 6.75 6.97 7.67 5.94 8 10

19 13.16 10.00 6.20 9.70 6.10 11.10 6 12

20 9.88 8.40 5.10 8.40 8.30 7.50 10 8

21 9.42 6.10 6.80 6.50 5.60 9.10 13 5

22 7.95 5.30 6.10 7.80 5.20 7.70 12 6

23 13.89 7.30 7.30 9.00 6.10 9.20 7 11

24 11.38 8.80 10.20 7.40 12.70 7.50 8 10

25 8.85 8.80 8.80 7.00 12.10 8.50 5 13

26 13.16 9.90 6.70 7.40 8.10 13.10 5 13

27 8.25 7.10 6.50 7.10 6.50 7.30 11 7

28 5.41 5.20 5.70 6.20 5.80 5.50 14 4

29 10.58 7.10 8.10 6.60 6.40 7.70 11 7

30 13.70 12.90 11.80 12.40 7.80 7.00 4 14

験群である．ここでは，P刺激とN刺激の 2種類の条件付け刺激と，連続提示と適度

提示という 2種類の提示間隔を組み合わせた 4種類の刺激による影響を評価する．連

続提示と適度提示とは，同一の条件付け刺激の連続した提示と適度な間隔の提示をそ

れぞれ意味し，一定の時間内・試行数内での同一刺激の提示量が異なる．まとめると 4

種類の刺激は，連続提示のP刺激と連続提示のN刺激，適度提示のP刺激と適度提示

のN刺激 (以降では連続P刺激と連続N刺激，適度P刺激と適度N刺激)である．これ

らの評価のために実践段階の本番ゲームでは，試行前に常にP刺激を提示するゲーム，

試行前に常にN刺激を提示するゲーム，試行前にP刺激とN刺激を 9試行ずつランダ

ムで提示するゲーム，提示なし (以降では刺激無し)のゲームを行う．被験者はダーツ

の素人 30名で，男性 26名，女性 4名で，ダーツ歴 8年以下の 21才～26才である．
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図 36: 本実験における提示刺激ごとの結果．Rの変化量の結果について．

本実験の結果と考察

Rの結果を表 12に示す．練習の欄は学習段階の練習ゲームの Rの平均値でこれを

ベースライン (実力の平均値)として扱う．Rの平均値は 0に近いほど結果が良い．成

功数と失敗数は学習段階の練習ゲームで条件付けた成功と失敗の回数を示す．

提示刺激ごとのRの変化量の結果を図 36に示す．Rの変化量は，試行ごとのRの結

果からベースラインを引いたものである．このベースラインを基準にした処理は実力の

個人差を補正するためのもので，例えばベースラインが 7cmでP刺激の結果が 5cmの

場合とベースラインが 9cmでP刺激の結果が 7cmの場合は両方とも同じ変化量で-2cm

となる．エラーバーは標準誤差を表し，図中の◎は p < 0.01，○は p < 0.05を表す．検

定では分散分析にANOVA(Analysis of Variance)，多重比較検定にBonferroni-Holm補

正とMann-Whitney U testを用いた．検定の標本は，各刺激の全試行の変化量として

おり，例えば刺激無しの標本数は全被験者で合計 540試行分となる．分散分析の結果，

刺激の効果は有意であった (F(4,2155)=4.1, p < 0.01)．多重比較検定の結果，3つの組

み合わせに有意差が確認され，連続P刺激は刺激無しの時よりも結果が有意に良く (p

< 0.05)，適度 P刺激は刺激無しの時よりも結果が有意に良く (p < 0.01)さらに適度N

刺激よりも結果が有意に良かった (p < 0.01)．これらの結果は，条件付けた刺激によっ

てメンタル機能を通して試行結果に影響が出たことと，試行結果を有意に操作できる

ことを示しており，連続の P刺激か適度の P刺激によって刺激無しの時より試行結果

を有意に良くできるとわかる．検定においては標本数が多くなると大して意味の無い
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表 13: 本実験における実験群の結果．矢の命中位置を一般化した指標について．
ハイパフォーマンス率 [%] 成功率 [%]

参加者 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N

1 44 44 72 33 44 50 50 72 44 44

2 56 39 50 33 44 44 17 28 11 44

3 39 89 89 78 67 11 33 22 33 33

4 61 78 61 100 56 39 50 28 67 33

5 50 50 33 67 22 44 44 28 67 11

6 72 50 72 100 44 50 39 44 78 44

7 83 61 78 100 78 78 56 72 100 78

8 33 44 39 78 67 39 50 39 78 78

9 67 83 61 44 56 50 56 33 22 22

10 50 67 11 33 22 50 67 11 11 33

11 61 67 72 56 78 50 67 56 44 56

12 61 50 67 56 33 50 44 61 44 22

13 44 28 28 78 22 50 39 39 78 22

14 50 61 39 78 89 44 61 33 67 56

15 44 28 39 44 56 33 28 28 33 44

16 50 50 67 78 78 28 44 33 44 44

17 50 72 56 67 89 22 33 44 44 78

18 56 72 56 67 89 44 56 44 67 56

19 67 89 83 100 78 33 61 28 67 33

20 56 94 67 78 78 56 94 39 33 44

21 61 78 83 67 67 72 44 61 67 44

22 56 78 61 89 67 67 67 44 89 56

23 61 94 89 78 78 39 44 39 67 33

24 61 67 78 33 78 44 17 39 22 56

25 61 56 78 11 56 28 56 61 11 33

26 67 89 94 78 56 28 67 56 56 22

27 83 61 61 89 67 61 50 56 89 44

28 39 56 44 44 44 78 67 72 44 78

29 67 89 89 89 78 61 44 67 56 33

30 50 61 61 89 89 22 33 22 33 56

程度の差でも検出するという場合があるが，今回の適度 P刺激は刺激無しの時よりも

命中位置が 1.25cm狙い通りの良い方向に変化しており，これはダーツにおいて意味の

ある変化量と考えられる．N刺激は刺激無しの時よりも結果が良くなったように見て

とれるが，検定結果を踏まえるとN刺激は刺激無しの時よりも結果を有意に良くも悪

くもさせないと考えられる．

以上から，提案システムによって試行結果を刺激無しの時よりも有意に良くさせる

メンタル機能補強ができることを確認した．

補足結果: 一般化指標への影響

前節からは，最も根本的な指標であるRの素の値への影響を確認できたが，その影

響が一般的にどれほど意味のあるものかがRの素の値だけでは把握しづらい．そこで，
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図 37: 本実験における提示刺激ごとの結果.一般化指標の結果について．

ここでは試行結果をより一般的な感覚で捉えるために，Rの値を抽象的にしたハイパ

フォーマンス率と成功率の指標で評価する．

表 13と図 37にハイパフォーマンス率と成功率の結果を示す．ハイパフォーマンス

率はベースライン以上のパフォーマンスをした試行回数の割合を表し，成功率は本実

験で設定した成功を達成した試行回数の割合を表す．例えば，連続 P刺激でのハイパ

フォーマンス率の 50%は，連続P刺激のゲームでベースライン以上の試行回数が 18試

行中 9試行であったことを示す．エラーバーは標準誤差を表し，○は p < 0.05を表す．

検定では分散分析に ANOVA，多重比較検定に LSD方法を用いた．検定の標本数は，

被験者 1人につき 1つで，刺激ごとに全被験者で合計 30である．まず，ハイパフォー

マンス率に関して，分散分析の結果，刺激の効果は有意傾向であった (F(4,116)=2.05,

p < 0.1)．多重比較検定の結果，連続P刺激と適度P刺激の双方が刺激無しの時よりも

結果が有意に良かった (両方とも p < 0.05)．特に適度 P刺激によって刺激無しの時よ

りもハイパフォーマンス率が約 20%向上しており，これは 100回の試行のうちベース

ライン以上のパフォーマンスをする試行数が約 20回程度増加することを表しており，

一般的に意味のある試行結果の向上だと考えられる．次に，成功率に関しては有意差

はなかった．ハイパフォーマンス率と違って成功率を有意に変化できなかった原因は，

ベースラインは個人ごとに設定された閾値だったのに対して，成功は実験者が勝手に

決めた閾値であったため，被験者によってはベースライン以上のパフォーマンスをし

ても成功の閾値を超えるには至らなかったと考えられる．しかしながら，P刺激によ

る成功率はRとハイパフォーマンス率の向上に伴って上昇しており，P刺激によって

試行結果が成功に近づいているとわかる．
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表 14: 対照実験における提示刺激ごとの結果．矢の命中位置であるRについて．
Rの平均値 [cm]

参加者 練習 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N

31 8.30 8.46 7.70 8.83 5.90 8.20

32 4.71 4.69 4.91 5.23 5.90 5.50

33 9.92 8.73 6.87 7.95 7.90 10.10

34 9.79 10.27 7.72 6.82 5.00 9.50

35 9.88 9.18 8.75 8.44 9.30 8.50

36 6.33 5.60 6.10 6.36 7.30 10.10

37 8.43 10.24 7.53 9.54 7.30 7.60

38 5.82 6.20 6.87 7.30 8.80 10.30

39 6.04 7.48 10.58 8.94 7.30 9.50

40 3.98 5.17 5.07 3.91 4.90 6.80

41 9.51 8.23 5.64 5.37 5.50 8.90

42 7.92 7.18 7.26 6.25 7.60 4.60

43 9.14 8.28 7.35 7.93 7.60 9.00

44 11.03 10.64 9.66 10.85 11.60 12.00

45 7.22 7.64 6.83 8.94 7.89 7.56

46 8.33 7.75 8.15 6.47 6.61 9.28

47 5.44 5.22 5.18 4.64 5.83 4.50

48 4.06 5.31 6.78 6.14 9.33 6.06

49 10.17 9.47 7.69 6.17 7.44 8.22

50 7.72 7.94 7.14 9.61 9.72 13.28

51 5.56 5.86 7.11 5.89 8.33 8.17

52 11.17 10.89 8.86 9.31 9.61 9.28

53 10.50 8.42 6.69 7.69 8.00 10.78

54 9.11 8.39 8.78 9.14 6.33 7.72

55 10.78 9.17 8.06 6.42 7.11 9.06

56 8.39 10.56 11.25 9.20 11.72 10.72

57 8.50 7.44 8.36 9.03 7.00 8.22

58 8.61 9.22 9.31 9.76 7.33 10.17

59 11.11 10.19 8.45 8.47 7.56 9.33

60 7.06 6.17 7.67 7.20 5.67 5.89

以上から，提案システムによってベースライン以上の試行結果を刺激無しの時より

も有意に多くできることを確認した．また，試行結果を成功に近づけられる可能性を

確認した．

4.4.2 対照実験: 条件付け無しの刺激の影響評価

前節の本実験では，条件付けた刺激による影響を評価した．本節の対照実験では，条

件付けをしない刺激で試行結果を向上させるメンタル機能補強が可能かを評価する．こ

の対照実験の被験者は条件付けをさせない対照群である．実験では，学習段階の練習

ゲームを条件付け無しで行い，前節と同じチャイム音とブザー音を条件付け無しの P

刺激とN刺激として，前節と同じ実践段階の本番ゲームを行う．被験者は本実験とは

別のダーツの素人 30名で，男性 26名，女性 4名で，ダーツ歴 8年以下の 21才～26才

である．
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図 38: 対照実験における提示刺激ごとの結果．Rの変化量の結果について．

対照実験の結果と考察

Rの結果を表 14に示す．見方は本実験と同じである．Rの変化量の結果を図 38に示

す．図のスケールは実験群と揃えている．エラーバーは標準誤差を表し，○はp < 0.05を

表す．検定では分散分析にANOVA，多重比較検定に多重比較検定にBonferroni-Holm

補正とMann-Whitney U testを用いた．分散分析の結果，刺激の効果は有意であった

(F(4,116)=4.1, p < 0.05)．多重比較検定の結果，1つの組み合わせに有意差が確認され，

適度 P刺激の方が適度 N刺激よりも結果が有意に良かった (p < 0.05)．これらは，条

件付けをしていない刺激でも，一般的にポジティブかネガティブの認識があるだけで，

試行結果を有意に操作できることを示している．しかし一方で，試行結果の操作はあ

くまで適度P刺激と適度N刺激の間での範囲であり，刺激無しの時より試行結果を有

意に良くはできなかった．

以上から，条件付けをしていない刺激でも試行結果を有意に操作できるが，刺激無

しの時より試行結果を有意に良くするという本研究の趣旨に沿うメンタル機能補強は

できないことを確認した．

補足結果: 一般化指標への影響

ハイパフォーマンス率と成功率の結果を表 15と図 39にそれぞれ示す．エラーバー

は標準誤差を表し，○は p < 0.05を表す．検定では分散分析に ANOVA，多重比較検

定に LSD方法を用いた．検定の標本数は刺激ごとに 30である．まず，ハイパフォー
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表 15: 対照実験における提示刺激ごとの結果．矢の命中位置を一般化した指標について．
ハイパフォーマンス率 [%] 成功率 [%]

参加者 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N 刺激無 連続 P 連続N 適度 P 適度N

31 72 61 56 78 67 50 39 44 67 44

32 44 56 39 44 44 83 78 83 67 78

33 67 78 61 78 44 33 61 56 67 44

34 44 78 78 100 67 22 50 50 89 11

35 56 67 67 56 78 44 22 56 33 44

36 56 56 56 56 22 67 61 67 67 22

37 61 39 44 67 67 56 22 22 56 44

38 56 44 33 11 11 67 50 44 22 22

39 44 22 28 56 22 50 39 33 56 33

40 33 33 50 33 11 72 72 94 78 67

41 78 89 94 89 67 44 67 67 67 22

42 67 67 61 44 89 56 56 56 44 89

43 67 67 67 78 56 44 56 50 33 11

44 56 72 56 56 44 33 17 39 22 11

45 56 56 50 67 22 50 50 39 56 22

46 61 72 72 78 67 56 44 56 67 67

47 56 61 56 44 56 83 83 83 67 78

48 50 39 17 22 44 72 50 67 33 56

49 56 67 94 67 56 33 44 61 44 56

50 56 56 28 56 22 44 50 17 44 22

51 44 28 50 33 33 50 33 72 44 44

52 67 78 78 78 89 22 33 17 22 11

53 56 83 78 89 67 44 61 33 11 22

54 67 61 44 78 67 50 50 33 67 67

55 67 94 89 67 67 33 28 56 67 44

56 33 44 50 56 44 17 28 33 22 11

57 72 56 50 89 67 33 44 39 56 56

58 50 56 39 67 44 33 17 17 44 11

59 78 61 83 67 67 11 39 44 67 44

60 61 44 67 78 67 50 39 50 78 67

マンス率に関して，分散分析の結果，刺激の効果は有意であった (F(4,116)=2.73, p <

0.05)．多重比較検定の結果，適度P刺激が適度N刺激よりも結果が有意に良かった (p

< 0.05)．しかしながら，Rの変化量と同様に，刺激無しの時より試行結果を有意に向

上させるものはなかった．次に，成功率に関しては，分散分析の結果，刺激の効果は

有意であった (F(4,116)=2.39, p < 0.1)．多重比較検定の結果，連続N刺激と適度P刺

激が適度N刺激よりも有意に成功率が高かった (p < 0.05)．しかしながら，刺激無しの

時よりも試行結果を有意に向上させるものはなかった．

以上から，条件付けをしていない刺激でベースライン以上の試行結果をする割合と

成功する割合を有意に操作できるが，刺激無しの時より有意に良くするという本研究

の趣旨に沿うメンタル機能補強はできないと確認した．
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図 39: 対照実験における提示刺激ごとの結果．一般化指標の結果について．

4.4.3 総合考察

本節では，条件付け有りの本実験と条件付け無しの対照実験の 2つを踏まえた考察

をする．注意されたいのは，ここでの本実験と対照実験の比較に関する考察は，前節

までの両実験の結果を用いた推論という点である．

提案システムにおける条件付けの段階はメンタル機能補強用の刺激生成のために有

効だとわかった．両実験において，提示刺激は試行結果を有意に変化させたが，試行結

果を刺激無しの時よりも向上させるという本論分の趣旨に沿う結果は，条件付けをし

た本実験のみであった．これを示す結果は，刺激無しの時よりも試行結果を有意に向

上させることが，本実験では提示間隔によらず P刺激によってできたのに対して，対

照実験ではできなかった点である．

条件付けの段階によって刺激の影響の程度は強くなったと考えられる．これを示す

結果は，対照実験で有意差の無かった複数の刺激間に本実験では有意差が確認された

点と，両実験において最も好影響であった適度 P刺激が刺激無しの時よりも試行結果

を向上させた程度が本実験の方が大きい点である．具体的に，刺激無しを基準にした

適度P刺激の結果の向上量は，Rの変化量では対照実験が 0.34cm向上なのに対して本

実験ではその約 4倍の 1.25cm向上，ハイパフォーマンス率では対照実験が約 5%向上

なのに対して本実験ではその約 2倍の約 11%向上，成功率では対照実験が約 5%向上な

のに対して本実験では約 7%向上した．

P刺激とN刺激による影響の相対的なバランスは，P刺激の方がN刺激より良いと

いう順方向に一貫した傾向があると考えられる．これを示す結果は，両実験において

提示間隔によらず P刺激の方がN刺激よりも試行結果が良かった点である．
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失敗体験と条件付けたN刺激は好影響を与えたようにみえるが，現時点では刺激無

しの時よりも試行結果を有意に良くも悪くもしないという判断になる．負の刺激が生

物のパフォーマンスを高める例として，死などの身の危険といった負の状況が，逃走

や戦闘ために必要な生物の一部の機能 (例: 瞬発力，筋力)を高めることが知られてい

ることから，今後は状況やタスクによってN刺激をメンタル機能補強のために使える

可能性も調査していく．

本実験での学習段階の条件付けの成立には，条件付けの先行研究と同様で，結果に

応じた刺激が鳴っているという程度の認識が必要である．また，実践段階でのメンタル

機能補強の成立には，試行前に刺激が鳴っているという程度の認識が必要である．そ

して，これらからは学習段階の条件付けと実践段階でのメンタル機能補強が，意識的

で積極的な努力をほとんど要せず成立するとわかり，提案手法は少なくともルーティ

ンを含む既存のメンタル機能制御手法以下の簡便さであると考えられる．

提案システム実用時の効果は今回の本実験より大きい可能性がある．この理由は，実

用時のユーザの状態は提案手法の意図と有効性を理解するため，刺激や条件付けに意

味を見出す積極性は今回より高くなり，心理学におけるプラセボ効果も働き得るから

である．また，今回実験者が勝手に決めた条件付ける成功の質の閾値や条件付けの回

数も個人ごとに満足のいくものを設定することになるからである．

今回の本実験では，条件付けに用いる体験と刺激はポジティブとネガティブの方向

を揃えた組み合わせを，試行結果を良くさせる刺激生成のために効率が良いと考えて

採用し，その結果，P刺激のようなポジティブな方向同士の条件付けでは同一方向に

影響が強くなるとわかった．一方で，悪い方向の影響をよい方向にするといったよう

に，影響を逆方向に操作できれば効果的な場面はあるので，今後は様々な条件付ける

組み合わせを試して影響の方向がどう変わるかも調査する．なお，N刺激のようなネ

ガティブの方向同士の条件付けでは刺激を良い方向に強めたようにみえるが，現時点

では確かな結果はないため，この判断のためにも様々な条件付ける組み合わせを試す

必要がある．

同じ刺激を提示する際，連続ではなく適度な間隔を空けた方が効果が得やすいと考

えられる．結果からは，両実験で適度 P刺激による試行結果が最も良く，連続提示の

方が明瞭な効果が出ていると解釈できる．連続提示よりも適度提示の方が効果が得や

すかった理由としては，連続では刺激量が多すぎたために刺激への慣れが生じたため，

適度よりも効果が弱くなったと考えられる．よって，システム仕様としては，手動に
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よる刺激提示によってユーザの好きなタイミングで適度提示ができるようにする．な

お，本実験における適度とは，回数でみると平均して試行 2回に 1回で，時間でみる

と，1試行が 30秒程度だったので，平均して 60秒に 1回である．

対照実験からは，単にポジティブやネガティブな認識の音が鳴った程度で，試行結

果が有意に変動するとわかる．これを踏まえると，個人所持物から環境設置物までの

身の回りの様々な電子機器から日常で知らずに心身に影響を受けている可能性がある

と考えられる．したがって，情報提示システムの設計者やユーザは，目や耳に入る刺

激による影響が今回のダーツのような試行結果だけでなくその他広範囲に及んでいる

可能性を理解して考慮することが必要と考えられる．

両実験の結果は次の 2つの現象を示唆すると考える．1つ目は，刺激のもつ効果が時

間変化し得ることで，これは条件付けによって刺激の影響が変化したことによる示唆

である．2つ目は，条件付けられた刺激によって条件付けられた事象や結果が誘発され

ることで，これは本実験の結果を成功体験と条件付けられた刺激によって成功に近い

事象や結果が誘発されたと捉えることによる示唆である．本実験のように特定の体験

やイベントと知覚刺激が繰り返された程度で条件付けが起こるとすれば，上記の 2点

の現象を提案システム以外の場面や目的に有効利用した情報提示システムが開発でき

ると考えられる．その一方で，刺激が設計意図に無い効果をもつことや設計意図に無

い現象を誘発するなど，望ましくない想定への考慮や対処がほとんどの情報提示シス

テムに必要と考えられる．この理由は，提案システムのように提示刺激に何らかの学

習をさせるシステムでなくても，使用状況に周期性があったり特定のイベント時に特

定の刺激を提示する仕様があれば，システム使用間に同じ状況で同じ情報が繰り返し

提示されて条件付けが起こり得るからである．こういった望ましくない条件付けを防

ぐために，同一情報の使用頻度を制限するなどの汎用的な対処方法の設計を今後の課

題とする．

4.5 性格に基づいたシステム効果予測手法

これまでの実験では提案システムの効果が全体に一貫したものと確認したため，P

刺激を提示することでほとんどすべてのユーザの試行結果の向上ができると考えられ

る．一方で，こういった心理的な影響の操作を狙ったシステムでは効果に個人差があ

る報告 [62]もあり，提案システムによる効果にも個人差がある可能性がある．自分へ

の効果は実際にシステムを試せば把握できるが，事前に認識できる方が望ましい．そ
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こで，本章ではユーザが提案システムから受ける効果をユーザの性格から予測する手

法を構築する．

医療分野では薬の効果に個人差があると知られている．例えば一般的な内服薬の効

果は，個人がもつ薬の代謝機能と排出機能に左右されることが知られており，具体的

には肝臓の代謝機能や腎臓に問題があると薬の効果が強まり，小腸に障害があると薬

の効果が弱まる．また，薬を分解するための酵素の遺伝子レベルでの個人差や，日常

のアルコール摂取量や喫煙量といった生活習慣の個人差も，薬の効果を左右すると知

られている．薬の効果の個人差の予測は死活問題に関わらない病気であれば一般的に

されていないが，抗がん剤治療などでは近年，患者に合う効果的な薬の遺伝子検査に

よる事前調査が重要視されて行われている．

このような効果の事前調査は，個人ごとに効果的な投薬を行うためには必要である．

本手法は，この薬の効果の個人差の事前調査の概念を，心理的な影響を狙った情報

提示システムに適用させたものである．そして，効果の個人差の原因の一部が性格に

よるものと仮定している．性格は，遺伝子の要因と後天的な環境の要因から構成され

るものである．この機能はシステム使用前に取得したユーザの性格測定値から，ユー

ザへのシステムの効果を判定するものである．このような予測手法は本研究以外にな

く，情報提示機器に汎用的に活用できる手法となることが期待できる．

4.6 評価実験

本節では，ダーツの実験結果から被験者への提案システムの効果を分類して正解デー

タを作り，その被験者ごとの効果を性格測定アンケートの結果から分類する精度を評

価する．

性格測定

4.1節の本実験の被験者に，性格測定のアンケートをさせた．性格測定には，国際的

な性格測定 4つと提案システムに関するオリジナルのもの 1つを採用した．複数選択の

理由は，性格質問紙ごとに捉えられる性格指標が異なり，提案システムに適したもの

を採用する必要があるからである．FFQP-50[70]は，ビッグファイブ理論に基づいた 5

因子の人格診断法で，50の質問から成る．ビッグファイブ理論は国際的に最も有名な

総合性格測定の 1つである．日本版同調志向尺度 [71]は 1尺度で外的情報への同調傾

向を理解するもので，23の質問から成る．日本版Brief Core Schema Scale(JBCSS)[72]
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表 16: 提案システムについてのオリジナルの質問
質問 回答

Q1 提示音によるゲーム結果への影響はあると思
いますか？

3段階 (1: ほとんど変化しない，2: 変化する，
3: 有意に変化する)

Q2 P刺激による結果の変化はあると思いますか？
　

5段階 (-2: 有意に下がる，0: 変化なし，2: 有
意に上がる)

Q3 N刺激による結果の変化はあると思いますか？ 5段階 (-2: 有意に下がる，0: 変化なし，2: 有
意に上がる)

Q4 本システムを利用してダーツゲームをあなた
が 10回繰り返し行った場合，何回 (%)ゲーム
結果に変化が起きると思いますか？

5段階 (1: 0回 (0%)，3: 5回 (50%)，5: 10回
(100%))

Q5 本システムを利用してダーツゲームを 100人
が 1回行った場合，何人 (%)のゲーム結果に変
化が起きると思いますか？

5段階 (1: 0人 (0%)，3: 50人 (50%)，5: 100

人 (100%))

は，4尺度で自身の外と内の情報 (以降では外的情報と内的情報)をポジティブ・ネガ

ティブに捉える傾向を理解するもので，26の質問から成る．東大式エゴグラム [73]は，

交流分析理論に基づいた 5因子の人格診断法で，53の質問から成る．オリジナル質問

紙は本論文のために作成したもので，表 3に示す 3つの質問 (Q1，Q4，Q5)で提示刺

激の影響力を信じる程度を測定し，2つの質問 (Q2，Q3) で提示刺激をポジティブかネ

ガティブのどちらに捉えるかを測定する．なお，今回の実験でのオリジナル質問紙は

自身のダーツ実験の体験を振りかえるという形式で質問をした．

効果の分類

提案システムによる個人ごとの効果をみるために，Rの変化量の個人ごとの検定を

本実験の被験者にこれまでと同様の方法で行った．検定の結果から，順反応，逆反応，

無反応の 3種類に分類できた．順反応とは P刺激で最も好影響を受けるため，N刺激

よりも P刺激を与えるべき人である．この反応は検定結果から，P刺激の結果がN刺

激もしくは刺激無しの結果よりも有意に良かった人である．逆反応とはN刺激で最も

好影響を受けるため，P刺激よりもN刺激を与えるべき人である．この反応は検定結

果から，N刺激の結果が P刺激もしくは刺激無しの結果よりも有意に良かった人であ

る．無反応とは検定結果から，有意差のなかった人である．ここでの P刺激は連続と

適度の両方のP刺激を指し，N刺激は連続と適度の両方のN刺激を指す．各タイプの

人数は，順反応，無反応，逆反応の順に，7人，20人，3人となり，被験者との対応を

表 17と表 18のタイプ欄に示す．なお，P刺激とN刺激によって刺激なしの時よりも

有意に結果が悪くなる者はおらず，その点は全体への検定結果と同じであった．した
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表 17: 性格測定のアンケート結果 1
オリジナル 　 FFQP 同調性

被験者 タイプ Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 情動性 外向性 統制制 愛着製 遊戯性 同調性
1 無 1 3 3 1 1 -4 5 -5 -2 -5 -10

2 無 1 3 3 2 2 -9 0 -10 14 14 -7

3 順 2 4 2 2 3 -6 -2 -1 6 11 4

4 無 1 3 3 2 3 -8 -8 -1 6 13 -10

5 無 2 4 2 3 2 5 -3 -4 -1 11 2

6 無 2 2 2 4 3 -10 1 -8 -2 10 -6

7 無 1 3 3 4 2 -4 4 6 4 -4 13

8 無 2 4 4 4 4 -1 -3 0 6 10 -2

9 無 2 4 3 2 2 7 4 12 4 16 1

10 順 2 3 1 4 3 4 -3 7 5 0 9

11 無 1 3 3 2 2 11 -2 1 7 1 11

12 無 1 3 3 2 2 -5 2 -4 7 3 1

13 無 2 2 2 2 2 0 -9 9 -8 -3 -1

14 順 3 4 2 3 2 4 4 -5 1 7 -7

15 無 2 2 4 3 2 14 -9 -11 -8 1 -9

16 無 1 3 3 1 2 -6 -7 6 4 7 -14

17 無 2 2 4 4 4 10 -11 10 -4 9 16

18 無 2 4 2 3 3 9 3 14 0 18 2

19 順 1 1 0 3 4 -13 8 -17 8 -5 -4

20 順 1 0 0 2 2 -6 13 5 9 10 -12

21 無 1 0 1 2 4 -14 13 -3 12 -2 -9

22 無 1 1 0 4 3 -11 2 -9 12 -6 10

23 順 0 0 0 2 2 9 -15 11 -10 -4 9

24 逆 0 0 -1 2 3 4 -1 -3 1 5 4

25 逆 0 -1 -1 1 2 3 3 -2 0 -2 -7

26 順 2 1 -1 2 3 1 11 -6 5 4 8

27 無 0 0 0 2 2 -12 -3 7 12 -1 6

28 無 0 -1 1 2 2 10 -7 7 4 3 -2

29 無 1 -1 -1 2 4 -9 3 -4 -6 11 -4

30 逆 1 1 0 2 4 -9 4 0 6 6 -5

がって，順反応にはN刺激を与えていけないわけではなく，逆反応にもP刺激を与え

ていけないわけではなく，無反応に刺激を与えていけないわけではない．また，この

個人内の検定は，全体の検定に比べて少ない試行数なので，有意差が表れた人は効き

目が強い人と解釈できる．この解釈と全体で順方向に有意差があったことを踏まえる

と，無反応と識別された者は効果がない人と効果が弱い人の両方を含んでいると考え

られる．

結果と考察

表 17と表 18に性格の測定値を示す．そして表 19に予測精度を示す．機械学習アル

ゴリズムの分類器に，ランダムフォレストと最近傍法を採用した．分類器の評価には

leave-one-out交差検証を用いており，最近傍法の特徴量には性格測定値のユークリッ

ド距離を用いた．表中の適合率は予測間違いが影響する予測精度を表し，再現率は予
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表 18: 性格測定のアンケート結果 2
　 JBCSS エゴグラム

被験者 タイプ 他者ネガ 他者ポジ 自己ネガ 自己ポジ CP NP A FC AC

1 無 1 5 0 16 36 29 43 36 32

2 無 1 5 5 5 35 36 33 36 21

3 順 1 7 3 11 34 46 33 38 39

4 無 2 6 3 8 34 37 41 32 23

5 無 7 5 7 4 33 30 41 31 40

6 無 0 12 5 4 40 31 47 38 30

7 無 9 14 11 9 35 35 28 32 38

8 無 1 12 3 12 30 33 41 35 33

9 無 4 4 5 5 35 36 41 32 31

10 順 5 5 6 8 34 43 39 26 46

11 無 8 10 8 6 38 40 42 34 42

12 無 3 16 4 4 40 41 31 37 33

13 無 6 4 10 1 19 25 24 24 37

14 順 0 9 2 7 41 37 42 37 35

15 無 0 3 5 3 36 27 37 19 30

16 無 2 7 4 12 30 33 38 27 16

17 無 7 4 17 0 21 16 21 19 34

18 無 0 11 10 8 39 32 39 44 34

19 順 1 13 3 3 36 36 29 41 31

20 順 0 15 8 5 33 41 49 43 29

21 無 6 9 10 4 38 32 31 32 33

22 無 0 9 2 4 36 45 44 31 40

23 順 5 10 13 2 25 26 28 15 26

24 逆 1 6 7 4 34 33 41 29 41

25 逆 8 3 1 9 33 24 39 29 25

26 順 2 7 3 4 37 38 45 40 31

27 無 1 1 0 0 22 45 34 36 21

28 無 3 12 15 2 20 32 33 29 41

29 無 7 7 6 1 43 30 43 37 33

30 逆 4 12 2 8 39 35 38 37 32

表 19: ランダムフォレスト (RF)と最近傍法 (NN)の予測精度の結果．
オリジナル JBCSS FFQP エゴグラム 同調

適合 再現 F値 適合 再現 F値 適合 再現 F値 適合 再現 F値 適合 再現 F値
RF 加重平均 0.67 0.67 0.67 0.57 0.53 0.55 0.59 0.63 0.61 0.73 0.77 0.71 0.59 0.60 0.60

順反応 0.38 0.43 0.40 0.30 0.43 0.35 0.40 0.29 0.33 1.00 0.43 0.60 0.50 0.43 0.46

無反応 0.80 0.80 0.80 0.71 0.60 0.65 0.74 0.85 0.79 1.00 0.43 0.60 0.71 0.75 0.73

逆反応 0.50 0.33 0.40 0.33 0.33 0.33 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

NN 加重平均 0.54 0.60 0.57 0.41 0.37 0.39 0.51 0.43 0.46 0.61 0.63 0.61 0.61 0.63 0.62

順反応 0.33 0.29 0.31 0.09 0.14 0.11 0.18 0.29 0.22 0.50 0.29 0.36 0.43 0.43 0.43

無反応 0.70 0.80 0.74 0.59 0.50 0.54 0.67 0.50 0.57 0.74 0.85 0.79 0.76 0.80 0.78

逆反応 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.25 0.33 0.29 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

測間違いが影響しない予測精度を表し，F値は適合率と再現率の調和平均を表し総合

的な評価に使う．また，結果は全タイプの加重平均とタイプ 1つごとの結果を示す．

F値が一般に予測の評価指標として用いられるので，全タイプの加重平均の F値か

ら評価する．結果から，予測精度はエゴグラムとランダムフォレストの組み合わせが

71%で最も良く，次いでオリジナルとランダムフォレストの組み合わせが 67%と良かっ
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図 40: アプリケーション画面

た．これら 2つの組み合わせの全タイプの加重平均に大きな差はないため，全タイプ

をまんべんなく予測できた後者を今回は採用する．

実用できる予測精度の基準はないが，現時点での予測精度は提案システムのユーザ

ビリティを高める補助としての位置づけであれば実用できる精度だと考えている．現

時点の精度では予測ミスもあり得るが，予測機能を自身が受ける効果の見当を付ける

程度の目的で使用してもらい，その際には現時点の予測精度と一度効果を試す指示も

提示することで，予測ミスによる問題は概ね防げると考えられる．刺激を試すことに

ついても，提案システムではどの刺激によっても悪影響は確認していないため，問題

はない．また，無反応の人については効果が弱いもしくは無い可能性があることを認

識してもらった後，システムを利用する場合には P刺激を用いてもらうことで対処す

る．効果予測機能のない従来システムのように自分への効果が不明な状況よりも効果

の見当が付くだけで快適になるユーザはいると考えられ，そういったユーザが予測機

能を好んで使うことを想定する．なお，コンピュータからの診断が暗示になって予測

の結果通りの効果を受けてしまうことも想定されるので，今後は予測の結果と実際に

受ける効果についても調査していく．また，この手法が他のシステムにも汎用的に適

用できるかも今後検証していく．

4.7 実装

実験で手動での刺激提示が有効な場面を確認したことから，手首装着型の手動シス

テムのプロトタイプを実装した．図 40にシステム画面を示す．システム利用の流れは
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4段階から成り，まず，TypeDiagnosis項目では効果の予測機能からユーザへのシステ

ムの効果を判定する．次に，登録段階では刺激音源とそれを提示するトリガ動作を設

定する．音源は Stimulus項目にある成功音・失敗音の他に，Recボタンを押して録音

した音源も採用できる．トリガ動作は Setting項目でRecボタンを押しながら実際に動

作を行って記録し，マイク録音した音源もトリガに採用できる．次に，学習段階では

Learning項目にチェックを入れ，条件付けたい時にトリガ動作を行い，刺激を提示す

る．最後に，実践段階ではPractice項目にチェックを入れ，メンタル機能補強必要時に

トリガ動作を行い，刺激を提示する．Learning項目 Practice項目共に試行の回数と日

付が記録される．動作の認識には，3軸加速度角速度センサ値から抽出した複数の特徴

量および，時系列データから特徴を見つけるDTWを用いた．

トリガ動作の例としては，自信溢れる力強いポーズ (例: ガッツポーズ)と，悪いメン

タル機能を表すなだめ動作 (例: 顔を触る)が挙げられる．前者は意図的に行うだけで

メンタル機能に好影響を与えるホルモンが働くと近年社会心理学で示されており，音

と動作を合わせた効果が期待できる．後者は悪いメンタル機能時に自動で刺激を得る

ことが期待できる．手動システムは場面を問わずに使えるので特定の体験 (例: ダーツ)

で条件付けた刺激を他の本番に使う例も考えられる．

4.8 まとめ

本研究では，レスポンデント条件付けの枠組みを情報提示システムに適用し，メン

タル機能補強を情報提示のみで行うためのシステムを構築し，ダーツゲームを対象に

してその効果を検証した．実験群と対照群で合計 60名の 4320試行の実験結果から，提

案システムによって試行結果を通常時よりも有意に良くできることを確認した．具体

的には，成功と条件付けた刺激によって，刺激無しの状態よりも，ダーツの矢の命中位

置を約 1.25cm有意に狙った位置に近づけさせ，実力の平均値以上の結果を出す割合を

約 20%有意に増加させた．そして，提案システムによる影響の個人ごとの傾向をユー

ザの性格から予測する手法を提案し，最大 71%の精度で予測できることを確認し，そ

の手法をもとに条件付け刺激を自動で生成し提示するシステムを実装した．今後は条

件付けの現象の詳細な調査や効果予測手法の改善と共に，プロのアスリートなどの心

身制御能力に優れた人への効果も検証する．

メンタル機能は人間の活動の基礎能力で，例えば認知能力のように様々な活動に関

与している．本研究によって，コンピュータがメンタル機能補助という新たな役割を
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もち，パーソナルなメンタル機能制御を誰もが簡易に行えるようになり，それが様々

な活動に好影響を与えるものとなる．
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5 結論

5.1 本論文のまとめ

本研究の基づく理念は，人の生活や心身の様々な面にコンピュータがより深く入り

込む現実をこれから向かえるにあたって，そのシステム設計においては人の性質をよ

り深く考慮するべきというものである．本研究ではこの理念に基づき，複数の場面に

おけるユーザの自己管理支援システムの設計を通して，対象場面ごとに考慮が必要な

認知的傾向に基づいた情報提示手法を提案した．具体的には，3つの研究課題において

容姿，健康，精神の自己管理支援システムの設計を行い，それぞれの対象場面におい

て身体動作，意志，メンタル機能に関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法を提案

した．そして，本理念に基づいたコンピュータシステムが，人の外的な作業支援を向

上させ，さらには，人のより深い内的な面を個人特性に合わせて支援する役割を担え

る可能性，すなわち，コンピュータのユーザ支援が人の心身のより深く細かい面にま

で至る可能性を示した．

各章におけるまとめは次のようになる．

まず，第 1章では，ユビキタスやウェアラブルのユーザ支援システムが多様な場面

に普及して支援目的を理想通りに達するための課題と，その課題解決における本研究

の位置づけを述べた．

第 2章では，容姿の自己管理であるセルフヘアカットという頭の散髪作業の支援シ

ステムの設計を通して，身だしなみ管理作業において要求される類の身体動作を満足

に行うための自己動作閲覧用システムを，身体動作に関わる認知的傾向を考慮して設

計した．本研究課題では，まず予備調査において，自己動作閲覧用の 2つの環境として

複数枚の鏡を用いた環境と，カメラと電子ディスプレイを用いた環境を使用した模擬

散髪実験を行い，身体動作が行いやすい環境を調査した．そして，鏡の映像について

の経験知 (暗黙知)による身体動作機能への弊害を特定条件下で確認したことから，電

子ディスプレイと自走型カメラ付きロボットを用いた自己動作閲覧システムを設計し，

加えてユーザが散髪したい部分の映像を自動提示するといったセルフヘアカット用の

支援機能を実装することで，セルフヘアカットのために満足な身体動作が行える情報

提示システムを確立した．そして，評価結果から提案システムの有効性を確認した．

第 3章では，運動量の自己管理支援のための歩数ログ提示システムの設計を通して，
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モチベーションに関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法を提案した．従来手法が

提示情報による心理的影響の考慮が不十分な故に提示情報による悪い効果を起こして

いたのに対して，提案手法は，提示情報において心理的影響を変化させる要素を考慮

して情報の見せ方を操作することで，モチベーションの低下を軽減して向上を積極的

に引き出すことを狙ったものである．本研究課題では 2つの手法を提案した．1つ目は，

競争情報の改変フィードバック手法で，競争相手との差の程度や順位変動などのデー

タ改変を交えてフィードバックする．2つ目は，自己達成程度ログの改変フィードバッ

ク手法で，自己の過去の達成程度にデータ改変を交えてフィードバックする．提案手

法を歩行モチベーション向上のための歩数ログ提示システムに適用し，その有効性を

評価結果から確認した．

第 4章では，スポーツ分野でメンタル機能と呼ばれる精神機能の自己管理支援シス

テムの設計を通して，メンタル機能に関わる認知的傾向を考慮した情報提示手法を提

案した．これまでに，本研究課題の対象とするメンタル機能 (調子)の自己管理を工学

的に支援する手法はなく，また，同様の支援を狙って提案されているスポーツ心理学

におけるメンタル機能制御手法は一般人には習得及び利用の難度の高いものであった．

これに対して，提案手法は，無意識的な学習原理である古典的条件づけによる心身の

変容をウェアラブルシステムで自動的に起こすことで，ユーザがメンタル機能の変容

及び向上を簡易に行い，条件づけが行われた際の良い体験を起こすこと狙ったもので

ある．ダーツ競技を対象にして聴覚刺激を自動提示するプロトタイプシステムを実装

し，提案手法によって競技パフォーマンスを向上させるメンタル機能の変容ができる

ことを確認した．加えて，個人ごとに効果的な情報提示を行うための提示情報効果の

予測手法も提案した．提案手法は，提示情報による心理的影響が性格に依存する性質

を利用し，提示情報の個人ごとの効果を性格に基づいて予測するものである．メンタ

ル機能を変容させる前者の手法を対象にして，評価結果からその有効性を確認した．

5.2 今後の課題と展望

本研究における要素技術の応用は今後の課題のひとつである．本研究では，認知的

影響を考慮するという設計方針に基づいて，複数の情報提示システムを提案した．こ

れら個別の研究課題における要素技術は他分野の同列の課題に対しても適用可能なも

のであり，これは直近の課題といえる．個別の要素技術の利用例を挙げる．3章におけ

る競争情報を改変してフィードバックする手法は，他者や自己との相対比較が生じる
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機会に汎用的に利用できる．従来における教育やスポーツやビジネスといった多様な

場面に適用できる他，近年の常時ネット接続環境や SNSなどによって日常の詳細な区

分においてこれまで以上に生じている相対比較場面にも適用できる．このような機会

が人に与える効果を積極的に良いものにすることが 3章のアイデアを利用すれば実現

され得る．また，4章における条件付けを利用した情報提示手法の枠組みは，実験で評

価したメンタル機能だけに留まらず，心身のあらゆる状態や機能を簡易に記録して自

在に引出すような手法にも応用できる可能性がある．例えば，感情ややる気といった

精神的な要素から，空腹や睡眠といった生理的な要素までを自在に引き出せれば，生

活を快適にすることや既存問題の解決に有効と想定する．この手法における，知覚刺

激を媒体として体内に心身の状態・機能を刻印・記録する点は，これまでと異なる対

象のログや用途への応用ができると想定する．これらの例を含めて，本研究における

要素技術の活用は多くの分野の発展に貢献するものと考える．

また，本研究の今後の課題として，ユーザ支援のための情報提示システムの観点か

ら，コンピュータシステムおよび人が，どうなれるか，どうなるべきかについての妥当

な回答を得ること，ないしはその回答導出に資するものを得ることが挙げられる．本

研究を通しては，このうち，どうなれるか，についての可能性のひとつを示したと考

える．本研究が基づく理念は，コンピュータが人の生活や心身の様々な面により深く入

り込む現実をこれから向かえるにあたって，そのシステム設計においては人の性質を

より深く考慮するべきとしたものであり，この理念の有効性を個別の研究課題におい

て示した本研究は，この理念が前述の回答のひとつになり得ることを示す一例になっ

たと考える．また，本理念に基づいたコンピュータシステムが，人の外的な作業支援

を向上させ，さらには，人のより深い内的な面を個人特性に合わせて支援する役割を

担える可能性，すなわち，コンピュータのユーザ支援が人の心身のより深く細かい面

にまで至る可能性を示したことは，本理念によって，コンピュータが人にとってどう

なれるかの方向性のひとつを示したと考える．

この回答の導出や，それに基づいたシステムの設計・利用のためのルールを作るに

至るには，多くの事例を基にした局所的な区分ごとの議論が必要になり，この実行は

今後の課題である．本研究が可能性を示した方向性にコンピュータと人がなれるとし

て，その実現の是非を問うにあたっては，コンピュータシステムおよび人がどうある

べきかについての合意の形成が必要となる．局所的な議論になるが，例えば，本研究

の 3章のような，自身や他者の情報・ログのデータ改変についても合意に基づいたルー
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ル作りが必要である．本研究遂行時の観点では，ログのフィードバックが心身に影響

をもたらすことが一般的になった際には，その影響を考慮したログのフィードバック

を行うべきと一般に認識されると想定している．それは人と人とのコミュニケーショ

ンにおいて事実を伝える際に気を遣うことが，場面ごとに当然行うべきと現状で認識

されているのと同様にである．データ改変によって実際の健康状態が快適になったり

目的が達成される事実を体験する人が確認されれば，改変されたデータを無条件に拒

否する人がいる一方で，コンピュータシステムにおける嘘も方便を理解する人が増え，

それは無いと困る然るべき設計という認識をもったデータ改変ネイティブ世代が現れ，

自身の理想とする具合のデータ改変をするアプリやライブラリが選択される現実が訪

れると想定している．このような世界では，例えば競争システムにおいて，その利用

状況によっては，個人ごとの閲覧競争情報が異なって競争者と自分の見ているスコアや

順位が違っていようと大して気にされない，むしろ個人ごとに適した情報を提示する

のは普通ではないかと見なされる状況もあると想定する．それは，例えば，大衆音楽

におけるボーカル音声の音程修正や写真における修整といった事実からの改変が，大

目的のための手段として既に現代人の一定の許容範囲になっているように，データ改

変はあらゆる面で許容される，もしくは許容される程度に収まって普及すると想定す

る．また，本研究の 4章のような，心身の状態や機能をコンピュータで簡易に拡張・補

完する技術の利用についても，同様に，合意に基づいたルール作りが必要である．コ

ンピュータに頼ってボタン 1つで簡易に心身を変容できる技術を使わずに，人が本来

もっているはずの心身を自己で調整・制御する機能を高めるべきと考える人がいる一方

で，その技術の使用でより快適に目的が達成されるならば，コンピュータの代替によっ

て使わずに衰えたものは，例えば従来のソロバン使用技能や畑作技能や理不尽に耐え

る技能のように，単にその時代で要求された技能に過ぎず，これからの人には自力で

まかなう必要のないものとして受け入れられる現実が訪れると想定している．このよ

うな話題への回答は地域や時代によって変化すると考えられるが，その導出を，時代

ごとに必要とされる能力や常識，事例，工学を含めた多方面の専門知識に基いて，行

うことは今後の課題である．
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